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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バインダーと、重合性化合物と、熱硬化性化合物と、光重合開始剤と、増感剤とを少な
くとも含有してなり、
　前記重合性化合物が、メタクリレート化合物から選ばれる少なくとも１種を含有し、
　前記光重合開始剤が、下記一般式（Ａ－１）で表される化合物であり、
　前記増感剤が、下記一般式（Ｂ－１）で表される化合物であることを特徴とする感光性
組成物。
【化１】

　ただし、前記一般式（Ａ－１）中、Ｒ１は、アシル基、アルキルオキシカルボニル基、
及びアリールオキシカルボニル基のいずれかを表し、該Ｒ１は置換基で更に置換されてい
てもよい。Ｒ２は、水素原子、アルキル基、及びシアノ基のいずれかを表し、Ａｒは、芳
香族環、及び複素芳香族環のいずれかを表し、ＡｒとＲ２は互いに結合して環を形成して
もよい。ｎは、０又は１を表す。
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【化２】

　ただし、前記一般式（Ｂ－１）中、Ｒ６及びＲ７は、互いに同一であってもよいし、異
なっていてもよく、アルキル基、アリール基、及びアルケニル基のいずれかを表し、該Ｒ
６と該Ｒ７とは、それぞれが結合している硫黄原子と共に非金属元素からなる環を形成し
ていてもよく、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。Ｇ１及びＧ２は、互いに
同一であってもよいし、異なっていてもよく、水素原子、シアノ基、カルボニル基、アル
キルオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、アルキルチオ基、ア
リールチオ基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、及びフルロオアルキルス
ルホニル基のいずれかを表し、該Ｇ１と該Ｇ２とは、それぞれが結合している炭素原子と
共に、非金属原子からなるメロシアニン色素で酸性核として用いられる環を形成していて
もよく、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。ただし、Ｇ１及びＧ２のいずれ
かは、カルボニル基、シアノ基、アルキルオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニ
ル基、アシル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、及びフルオロアルキル
スルホニル基のいずれかを表す。ｐは、０又は１を表す。
【請求項２】
　一般式（Ａ－１）で表される化合物が、下記一般式（Ａ－２）で表される化合物である
請求項１に記載の感光性組成物。

【化３】

　ただし、前記一般式（Ａ－２）中、Ｒ１は、アシル基、アルキルオキシカルボニル基、
及びアリールオキシカルボニル基のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されて
いてもよい。Ｒ３は、アルキル基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ
基、アリールチオ基、ハロゲン原子、アルキルオキシカルボニル基、ニトロ基、及びアシ
ルアミノ基のいずれかを表す。ｍは、０以上の整数を表し、該ｍが２以上の場合には、該
Ｒ３は、互いに同一であってもよいし、異なっていてもよく、互いに連結し環を形成して
もよい。Ａｒは、芳香族環及び複素芳香族環のいずれかを表す。Ａは、５員環、６員環、
及び７員環のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。Ｘは、酸
素原子、及び硫黄原子のいずれかを表す。
【請求項３】
　一般式（Ａ－２）で表される化合物が、下記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）のいずれ
かで表される化合物である請求項２に記載の感光性組成物。
【化４】
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【化５】

　ただし、前記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）中、Ｒ４は、アルキル基、及びアルキル
オキシ基のいずれかを表し、該Ｒ４は、置換基で更に置換されていてもよい。Ｒ５は、ア
ルキル基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ハ
ロゲン原子、アルキルオキシカルボニル基、ニトロ基、及びアシルアミノ基のいずれかを
表す。ｌは、０～６の整数を表し、該ｌが２以上の場合には、該Ｒ５は、互いに同一であ
ってもよいし、異なっていてもよく、互いに連結し環を形成してもよい。Ａは、５員環及
び６員環のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。Ｘは、酸素
原子、及び硫黄原子のいずれかを表す。
【請求項４】
　一般式（Ｂ－１）で表される化合物が、下記一般式（Ｂ－２）で表される化合物である
請求項１から３のいずれかに記載の感光性組成物。

【化６】

　ただし、前記一般式（Ｂ－２）中、Ｒ８及びＲ９は、互いに同一であってもよいし、異
なっていてもよく、水素原子、アルキル基、アリール基、アシル基、及びハロゲン原子の
いずれかを表し、該Ｒ８及び該Ｒ９は、互いに連結し芳香族環を形成していてもよく、更
に該芳香族環上にアルキル基、アルキルオキシ基、及びハロゲン原子の少なくともいずれ
かを有していてもよい。Ｒ１０及びＲ１１は、互いに同一であってもよいし、異なってい
てもよく、水素原子、アルキル基、及びアリール基のいずれかを表す。Ｙは、酸素原子、
及び硫黄原子のいずれかを表す。
【請求項５】
　熱硬化性化合物が、１分子中に２個以上のエポキシ基を有するエポキシ化合物である請
求項１から４のいずれかに記載の感光性組成物。
【請求項６】
　更に、無機フィラー及び有機フィラーの少なくともいずれかを含有する請求項１から５
のいずれかに記載の感光性組成物。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれかに記載の感光性組成物からなる感光層を支持体上に有してな
ることを特徴とする感光性フィルム。
【請求項８】
　基体上に、請求項１から６のいずれかに記載の感光性組成物からなる感光層を有するこ
とを特徴とする感光性積層体。
【請求項９】
　請求項１から６のいずれかに記載の感光性組成物により形成された感光層に対して露光
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を行うことを含むことを特徴とする永久パターン形成方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の永久パターン形成方法により永久パターンが形成されたことを特徴と
するプリント基板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重合性化合物が短時間で効率的に重合し得る高感度かつ現像性が良好な感光
性組成物、並びに該感光性組成物を用いた感光性フィルム、感光性積層体、永久パターン
形成方法、及びプリント基板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ソルダーレジストは、プリント配線板に部品をはんだ付けする際のはんだブリッジの防
止及び回路の保護を目的として用いられるものであり、密着性、耐薬品性、電気特性など
の諸特性が要求される。近年、プリント配線板製造業界においては、プリント配線板の軽
量化、導体回路の高密度化が求められ、これに応じて写真現像タイプのソルダーレジスト
形成用感光性組成物、特にアルカリ水溶液により現像可能な感光性組成物が開発され、用
いられている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　このような写真現像タイプのソルダーレジスト形成用感光性組成物を用いた感光層の形
成は、スクリーン印刷法、カーテンコート法、スプレーコート法、ロールコート法等によ
り該ソルダーレジスト形成用感光性組成物を基板上に全面塗布する塗布工程、接触露光を
可能にするため有機溶剤を揮発させる仮乾燥工程、冷却し接触露光する露光工程、未露光
部を現像により取り除く現像工程、充分な塗膜特性を得るための熱硬化工程を必要とする
。これらの工程の中で、特に露光工程は、プリント配線板の種類によりネガフィルムを交
換し、位置合わせをした後、真空引きし、露光するというような極めて瑣瑣な工程である
。したがって生産性向上、低価格化のためには露光工程の短縮が大きなファクターとなり
、また、露光工程の短縮にはソルダーレジスト形成用感光性組成物の高感度化が大きく寄
与しているので、ソルダーレジスト形成用感光性組成物の高感度化を図ることが望まれて
いる。
【０００４】
　このような高感度化の要求を実現するため、ある種のオキシムエステル誘導体及びある
種のジチオアルキレン化合物が、光の作用により活性ラジカルを生成してモノマーの重合
を開始させる光重合開始剤として有用であることが知られている（特許文献２～６参照）
。
【０００５】
　しかし、より高感度にするため、オキシムエステル誘導体及びジチオアルキレン化合物
の添加量を多くすると、ラミネートしてから２４時間以上の経時により現像性が変化し、
解像度が低下して、現像残渣の発生が起こり易くなるという問題があり、その速やかな改
良が望まれているのが現状である。
【０００６】
【特許文献１】特開平１－１４１９０４号公報
【特許文献２】特開昭６０－１６６３０６号公報
【特許文献３】特開２００１－２３３８４２号公報
【特許文献４】特開２０００－８００６８号公報
【特許文献５】特開２００５－１８２００４号公報
【特許文献６】特許第２６３２０６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、エネルギー線、特に光の照射により活性ラジカルを発生して効率的に
重合を開始し、重合性化合物が短時間で効率的に重合し得る高感度かつ現像性の良好な感
光性組成物、並びに該感光性組成物を用いた感光性フィルム、感光性積層体、永久パター
ン形成方法、及びプリント基板を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するための手段としては、以下の通りである。即ち、
　＜１＞　バインダーと、重合性化合物と、熱硬化性化合物と、光重合開始剤と、増感剤
とを少なくとも含有してなり、
　前記重合性化合物が、メタクリレート化合物から選ばれる少なくとも１種を含有し、
　前記光重合開始剤が、下記一般式（Ａ－１）で表される化合物であり、
　前記増感剤が、下記一般式（Ｂ－１）で表される化合物であることを特徴とする感光性
組成物である。

【化７】

　ただし、前記一般式（Ａ－１）中、Ｒ１は、アシル基、アルキルオキシカルボニル基、
及びアリールオキシカルボニル基のいずれかを表し、該Ｒ１は置換基で更に置換されてい
てもよい。Ｒ２は、水素原子、アルキル基、及びシアノ基のいずれかを表し、Ａｒは、芳
香族環、及び複素芳香族環のいずれかを表し、ＡｒとＲ２は互いに結合して環を形成して
もよい。ｎは、０又は１を表す。
【化８】

　ただし、前記一般式（Ｂ－１）中、Ｒ６及びＲ７は、互いに同一であってもよいし、異
なっていてもよく、アルキル基、アリール基、及びアルケニル基のいずれかを表し、該Ｒ
６と該Ｒ７とは、それぞれが結合している硫黄原子と共に非金属元素からなる環を形成し
ていてもよく、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。Ｇ１及びＧ２は、互いに
同一であってもよいし、異なっていてもよく、水素原子、シアノ基、カルボニル基、アル
キルオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、アルキルチオ基、ア
リールチオ基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、及びフルロオアルキルス
ルホニル基のいずれかを表し、該Ｇ１と該Ｇ２とは、それぞれが結合している炭素原子と
共に、非金属原子からなるメロシアニン色素で酸性核として用いられる環を形成していて
もよく、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。ただし、Ｇ１及びＧ２のいずれ
かは、カルボニル基、シアノ基、アルキルオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニ
ル基、アシル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、及びフルオロアルキル
スルホニル基のいずれかを表す。ｐは、０～２のいずれかの整数を表す。
　＜２＞　一般式（Ａ－１）で表される化合物が、下記一般式（Ａ－２）で表される化合
物である前記＜１＞に記載の感光性組成物である。
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【化９】

　ただし、前記一般式（Ａ－２）中、Ｒ１は、アシル基、アルキルオキシカルボニル基、
及びアリールオキシカルボニル基のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されて
いてもよい。Ｒ３は、アルキル基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ
基、アリールチオ基、ハロゲン原子、アルキルオキシカルボニル基、ニトロ基、及びアシ
ルアミノ基のいずれかを表す。ｍは、０以上の整数を表し、該ｍが２以上の場合には、該
Ｒ３は、互いに同一であってもよいし、異なっていてもよく、互いに連結し環を形成して
もよい。Ａｒは、芳香族環及び複素芳香族環のいずれかを表す。Ａは、５員環、６員環、
及び７員環のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。Ｘは、酸
素原子、及び硫黄原子のいずれかを表す。
　＜３＞　一般式（Ａ－２）で表される化合物が、下記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）
のいずれかで表される化合物である前記＜２＞に記載の感光性組成物である。
【化１０】

【化１１】

　ただし、前記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）中、Ｒ４は、アルキル基、及びアルキル
オキシ基のいずれかを表し、該Ｒ４は、置換基で更に置換されていてもよい。Ｒ５は、ア
ルキル基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ハ
ロゲン原子、アルキルオキシカルボニル基、ニトロ基、及びアシルアミノ基のいずれかを
表す。ｌは、０～６の整数を表し、該ｌが２以上の場合には、該Ｒ５は、互いに同一であ
ってもよいし、異なっていてもよく、互いに連結し環を形成してもよい。Ａは、５員環及
び６員環のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。Ｘは、酸素
原子、及び硫黄原子のいずれかを表す。
　＜４＞　一般式（Ｂ－１）で表される化合物が、下記一般式（Ｂ－２）で表される化合
物である前記＜１＞から＜３＞のいずれかに記載の感光性組成物である。
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【化１２】

　ただし、前記一般式（Ｂ－２）中、Ｒ８及びＲ９は、互いに同一であってもよいし、異
なっていてもよく、水素原子、アルキル基、アリール基、アシル基、及びハロゲン原子の
いずれかを表し、該Ｒ８及び該Ｒ９は、互いに連結し芳香族環を形成していてもよく、更
に該芳香族環上にアルキル基、アルキルオキシ基、及びハロゲン原子の少なくともいずれ
かを有していてもよい。Ｒ１０及びＲ１１は、互いに同一であってもよいし、異なってい
てもよく、水素原子、アルキル基、及びアリール基のいずれかを表す。Ｙは、酸素原子、
及び硫黄原子のいずれかを表す。
　＜５＞　熱硬化性化合物が、１分子中に２個以上のエポキシ基を有するエポキシ化合物
である前記＜１＞から＜４＞のいずれかに記載の感光性組成物である。
　＜６＞　１分子中に２個以上のエポキシ基を有するエポキシ化合物が、ビスフェノール
型エポキシ樹脂、ノボラック型エポキシ樹脂、脂環式基含有型エポキシ樹脂、及び難溶性
エポキシ樹脂から選択される少なくとも１種である前記＜５＞に記載の感光性組成物であ
る。
　＜７＞　更に、無機フィラー及び有機フィラーの少なくともいずれかを含有する前記＜
１＞から＜６＞のいずれかに記載の感光性組成物である。
　＜８＞　前記＜１＞から＜７＞のいずれかに記載の感光性組成物からなる感光層を支持
体上に有してなることを特徴とする感光性フィルムである。
　＜９＞　基体上に、前記＜１＞から＜７＞のいずれかに記載の感光性組成物からなる感
光層を有することを特徴とする感光性積層体である。
　＜１０＞　前記＜１＞から＜７＞のいずれかに記載の感光性組成物により形成された感
光層に対して露光を行うことを含むことを特徴とする永久パターン形成方法である。
　＜１１＞　前記＜１０＞に記載の永久パターン形成方法により永久パターンが形成され
たことを特徴とするプリント基板である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によると、従来における問題を解決することができ、エネルギー線、特に光の照
射により活性ラジカルを発生して効率的に重合を開始し、重合性化合物が短時間で効率的
に重合し得る高感度かつ現像性が良好な感光性組成物、並びに該感光性組成物を用いた感
光性フィルム、感光性積層体、永久パターン形成方法、及びプリント基板を提供すること
ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明の感光性組成物は、バインダー、重合性化合物、熱硬化性化合物と、光重合開始
剤と、増感剤とを少なくとも含有してなり、更に必要に応じて、その他の成分を含んでな
る。
【００１１】
＜バインダー＞
　前記バインダーとしては、本発明の効果を損なわない限り、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができる。前記バインダーは、１種を単独で使用しても、２種以上
を併用してもよい。
　前記バインダーの質量平均分子量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、例えば、１０，０００～１００，０００であることが好ましく、１０
，０００～５０，０００がより好ましい。前記質量平均分子量が１０，０００未満である
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と、硬化膜強度が不足することがあり、５０，０００を超えると、現像性が低下する傾向
がある。
【００１２】
　前記バインダーとしては、例えば、１分子中に１個以上のカルボキシル基を有するカル
ボキシル基含有樹脂（以下、「カルボキシル基含有樹脂」と称することもある）が好適で
ある。
　前記カルボキシル基含有樹脂としては、水に不溶で、かつ、アルカリ性水溶液により膨
潤あるいは溶解する化合物が好ましい。
　前記カルボキシル基含有樹脂としては、１分子中に１個以上のカルボキシル基を有して
いれば、特に制限はないが、１分子中に、カルボキシル基と、重合可能な不飽和二重結合
とを、それぞれ少なくとも１つ有することが好ましい。該不飽和二重結合としては、例え
ば、アクリル基（例えば、（メタ）アクリレート基、（メタ）アクリルアミド基等）、カ
ルボン酸のビニルエステル、ビニルエーテル、アリルエーテル等の各種重合性二重結合が
挙げられる。このような１分子中に、カルボキシル基と、重合可能な不飽和二重結合とを
、それぞれ少なくとも１つ有するカルボキシル基含有樹脂としては、より具体的には、カ
ルボキシル基を含有するアクリル樹脂に、環状エーテル基含有重合性化合物（例えば、グ
リシジルアクリレート；グリシジルメタクリレート；桂皮酸等の不飽和脂肪酸のグリシジ
ルエステル；脂環式エポキシ基（例えば、シクロヘキセンオキシド等）と（メタ）アクリ
ロイル基とを有する化合物；等）を付加させて得られる化合物などが挙げられる。また、
カルボキシル基及び水酸基を含有するアクリル樹脂に、イソシアナートエチル（メタ）ア
クリレート等のイソシアネート基含有の重合性化合物を付加させて得られる化合物なども
挙げられる。
　これらの化合物の例としては、特許２７６３７７５号公報、特開平３－１７２３０１号
公報、特開２０００－２３２２６４号公報などに記載の化合物などが挙げられる。
【００１３】
　これらの化合物の中でも、前記カルボキシル基含有樹脂としては、上述した化合物の中
でも、カルボキシル基の一部に環状エーテル基（例えば、エポキシ基、オキセタン基を部
分構造に有する基）含有重合性化合物を付加させたもの、及び環状エーテル基の一部又は
全部にカルボキシル基含有重合性化合物を付加させたもののいずれかから選択されたポリ
マーであることが、更に好ましい。この際、カルボキシル基と環状エーテル基を有する化
合物との付加反応は触媒存在下で実施するのが好ましく、特に、その触媒が酸性化合物及
び中性化合物から選択されるものであることが好ましい。
　これらの中でも、感光性組成物の経時での現像安定性の点から、カルボキシル基含有樹
脂としては、側鎖に、カルボキシル基、ヘテロ環を含んでもよい芳香族基、及びエチレン
性不飽和結合を含むものが好ましい。
【００１４】
－カルボキシル基－
　前記カルボキシル基は、酸基を有するラジカル重合性化合物１種以上と、必要に応じて
共重合成分として他のラジカル重合性化合物１種以上との通常のラジカル重合法によって
製造することでき、前記ラジカル重合法としては、例えば、懸濁重合法、溶液重合法など
が挙げられる。
　このようなラジカル重合性化合物が有する酸基としては、例えば、カルボン酸、スルホ
ン酸、リン酸基などが挙げられ、カルボン酸が特に好ましい。
　前記カルボキシル基を有するラジカル重合性化合物としては、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができ、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロ
トン酸、インクロトン酸、マレイン酸、ｐ－カルボキシルスチレンなどが挙げられ、これ
らの中でも、アクリル酸、メタクリル酸、ｐ－カルボキシルスチレンが好ましい。これら
は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００１５】
　前記カルボキシル基含有樹脂におけるカルボキシル基の含有量としては、１．０～４．
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０ｍｅｑ／ｇが好ましく、１．５～３．０ｍｅｑ／ｇがより好ましい。前記含有量が、１
．０ｍｅｑ／ｇ未満であると、現像性が不十分となることがあり、４．０ｍｅｑ／ｇを超
えると、アルカリ水現像による画像強度ダメージを受けやすくなることがある。
　ここで、前記カルボキシル基の含有量（ｍｅｑ／ｇ）としては、水酸化ナトリウムを用
いた中和滴定により測定することができる。
【００１６】
－ヘテロ環を含んでもよい芳香族基－
　前記ヘテロ環を含んでもよい芳香族基（以下、「芳香族基」と称することもある。）と
しては、例えば、ベンゼン環、２から３個のベンゼン環が縮合環を形成したもの、ベンゼ
ン環と５員不飽和環が縮合環を形成したものをなどが挙げられる。
　前記芳香族基の具体例としては、フェニル基、ナフチル基、アントリル基、フェナント
リル基、インデニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基、ベンゾピロール環基、ベン
ゾフラン環基、ベンゾチオフェン環基、ピラゾール環基、イソキサゾール環基、イソチア
ゾール環基、インダゾール環基、ベンゾイソキサゾール環基、ベンゾイソチアゾール環基
、イミダゾール環基、オキサゾール環基、チアゾール環基、ベンズイミダゾール環基、ベ
ンズオキサゾール環基、ベンゾチアゾール環基、ピリジン環基、キノリン環基、イソキノ
リン環基、ピリダジン環基、ピリミジン環基、ピラジン環基、フタラジン環基、キナゾリ
ン環基、キノキサリン環基、アシリジン環基、フェナントリジン環基、カルバゾール環基
、プリン環基、ピラン環基、ピペリジン環基、ピペラジン環基、インドール環基、インド
リジン環基、クロメン環基、シンノリン環基、アクリジン環基、フェノチアジン環基、テ
トラゾール環基、トリアジン環基などが挙げられる。これらの中でも、炭化水素芳香族基
が好ましく、フェニル基、ナフチル基がより好ましい。
【００１７】
　前記芳香族基は、置換基を有していてもよく、前記置換基としては、例えば、ハロゲン
原子、置換基を有してもよいアミノ基、アルコキシカルボニル基、水酸基、エーテル基、
チオール基、チオエーテル基、シリル基、ニトロ基、シアノ基、それぞれ置換基を有して
もよい、アルキル基、アリール基、アルケニル基、アルキニル基、ヘテロ環基、などが挙
げられる。
【００１８】
　前記アルキル基としては、例えば、炭素原子数が１から２０までの直鎖状のアルキル基
、分岐状のアルキル基、環状のアルキル基などが挙げられる。
　前記アルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペン
チル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ド
デシル基、トリデシル基、ヘキサデシル基、オクタデシル基、エイコシル基、イソプロピ
ル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、
１－メチルブチル基、イソヘキシル基、２－エチルヘキシル基、２－メチルヘキシル基、
シクロヘキシル基、シクロペンチル基、２－ノルボルニル基などが挙げられる。これらの
中でも、炭素原子数１から１２までの直鎖状のアルキル基、炭素原子数３から１２までの
分岐状のアルキル基、炭素原子数５から１０までの環状のアルキル基が好ましい。
【００１９】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としては、例えば、水素原子を除く一価の非金属
原子団からなる基が挙げられる。このような置換基としては、具体的には、ハロゲン原子
（－Ｆ、－Ｂｒ、－Ｃｌ、－Ｉ）、ヒドロキシル基、アルコキシ基、アリーロキシ基、メ
ルカプト基、アルキルチオ基、アリールチオ基、アルキルジチオ基、アリールジチオ基、
アミノ基、Ｎ－アルキルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、Ｎ－アリールアミノ基
、Ｎ，Ｎ－ジアリールアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールアミノ基、アシルオキシ基
、カルバモイルオキシ基、Ｎ－アルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ－アリールカルバモイ
ルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモイ
ルオキシ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、アルキルスルホキシ基
、アリールスルホキシ基、アシルチオ基、アシルアミノ基、Ｎ－アルキルアシルアミノ基
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、Ｎ－アリールアシルアミノ基、ウレイド基、Ｎ’－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－
ジアルキルウレイド基、Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリールウレイド基
、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ－アリール
ウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ－アリール
ウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキ
ル－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アリー
ル－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’
，Ｎ’－ジアリール－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－
アルキルウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アリールウレイド基、アル
コキシカルボニルアミノ基、アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アル
コキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－
アリール－Ｎ－アルコキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アリール－Ｎ－アリーロキシカルボ
ニルアミノ基、ホルミル基、アシル基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、アリ
ーロキシカルボニル基、カルバモイル基、Ｎ－アルキルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアル
キルカルバモイル基、Ｎ－アリールカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモイル基
、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールカルバモイル基、アルキルスルフィニル基、アリールスル
フィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）及
びその共役塩基基（スルホナト基と称す）、アルコキシスルホニル基、アリーロキシスル
ホニル基、スルフィナモイル基、Ｎ－アルキルスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキル
スルフィイナモイル基、Ｎ－アリールスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールスルフィ
ナモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールスルフィナモイル基、スルファモイル基、Ｎ－
アルキルスルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスルファモイル基、Ｎ－アリールスルフ
ァモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールスルファモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールスルフ
ァモイル基、ホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ２）及びその共役塩基基（ホスホナト基と称す）、
ジアルキルホスホノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ）２）（以下、「ａｌｋｙｌ」はアルキル
基を意味する。）、ジアリールホスホノ基（－ＰＯ３（ａｒｙｌ）２）（以下、「ａｒｙ
ｌ」はアリール基を意味する。）、アルキルアリールホスホノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ
）（ａｒｙｌ））、モノアルキルホスホノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ））及びその共役塩
基基（アルキルホスホナト基と称す）、モノアリールホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ（ａｒｙｌ
））及びその共役塩基基（アリールホスホナト基と称す）、ホスホノオキシ基（－ＯＰＯ

３Ｈ２）及びその共役塩基基（ホスホナトオキシ基と称す）、ジアルキルホスホノオキシ
基（－ＯＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ）２）、ジアリールホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３（ａｒ
ｙｌ）２）、アルキルアリールホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３（ａｌｋｙｌ）（ａｒｙｌ
））、モノアルキルホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ））及びその共役塩基
基（アルキルホスホナトオキシ基と称す）、モノアリールホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３

Ｈ（ａｒｙｌ））及びその共役塩基（アリールホスホナトオキシ基と称す）、シアノ基、
ニトロ基、アリール基、アルケニル基、アルキニル基、ヘテロ環基、シリル基などが挙げ
られる。
【００２０】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのアルキル基の具体例としては、前述のア
ルキル基が挙げられる。
【００２１】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのアリール基の具体例としては、フェニル
基、ビフェニル基、ナフチル基、トリル基、キシリル基、メシチル基、クメニル基、クロ
ロフェニル基、ブロモフェニル基、クロロメチルフェニル基、ヒドロキシフェニル基、メ
トキシフェニル基、エトキシフェニル基、フェノキシフェニル基、アセトキシフェニル基
、ベンゾイロキシフェニル基、メチルチオフェニル基、フェニルチオフェニル基、メチル
アミノフェニル基、ジメチルアミノフェニル基、アセチルアミノフェニル基、カルボキシ
フェニル基、メトキシカルボニルフェニル基、エトキシフェニルカルボニル基、フェノキ
シカルボニルフェニル基、Ｎ－フェニルカルバモイルフェニル基、シアノフェニル基、ス



(11) JP 5129680 B2 2013.1.30

10

20

30

40

50

ルホフェニル基、スルホナトフェニル基、ホスホノフェニル基、ホスホナトフェニル基な
どが挙げられる。
【００２２】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのアルケニル基の具体例としては、ビニル
基、１－プロペニル基、１－ブテニル基、シンナミル基、２－クロロ－１－エテニル基な
どが挙げられる。
【００２３】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのアルキニル基の具体例としては、エチニ
ル基、１－プロピニル基、１－ブチニル基、トリメチルシリルエチニル基などが挙げられ
る。
【００２４】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのアシル基（Ｒ０１ＣＯ－）としては、例
えば、Ｒ０１が、水素原子、前述のアルキル基、及びアリール基のいずれかであるものな
どが挙げられる。
【００２５】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのヘテロ環基の具体例としては、ピリジル
基、ピペリジニル基などが挙げられ、前記置換基におけるシリル基としてはトリメチルシ
リル基などが挙げられる。
【００２６】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのオキシ基（Ｒ０２Ｏ－）としては、例え
ば、Ｒ０２が水素原子を除く一価の非金属原子団からなる基であるものなどが挙げられる
。
　このようなオキシ基としては、例えば、アルコキシ基、アリーロキシ基、アシルオキシ
基、カルバモイルオキシ基、Ｎ－アルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ－アリールカルバモ
イルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモ
イルオキシ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、アルキルスルホキシ
基、アリールスルホキシ基、ホスホノオキシ基、ホスホナトオキシ基などが好ましい。
　これらにおけるアルキル基及びアリール基としては、前述のアルキル基、置換アルキル
基、アリール基、及び置換アリール基として示したものを挙げることができる。また、ア
シルオキシ基におけるアシル基（Ｒ０３ＣＯ－）としては、Ｒ０３が、先の例として挙げ
たアルキル基、置換アルキル基、アリール基ならびに置換アリール基のものを挙げること
ができる。これらの置換基の中では、アルコキシ基、アリーロキシ基、アシルオキシ基、
アリールスルホキシ基がより好ましい。
　より好ましいオキシ基の具体例としては、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基
、イソプロピルオキシ基、ブチルオキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ドデ
シルオキシ基、ベンジルオキシ基、アリルオキシ基、フェネチルオキシ基、カルボキシエ
チルオキシ基、メトキシカルボニルエチルオキシ基、エトキシカルボニルエチルオキシ基
、メトキシエトキシ基、フェノキシエトキシ基、メトキシエトキシエトキシ基、エトキシ
エトキシエトキシ基、モルホリノエトキシ基、モルホリノプロピルオキシ基、アリロキシ
エトキシエトキシ基、フェノキシ基、トリルオキシ基、キシリルオキシ基、メシチルオキ
シ基、メシチルオキシ基、クメニルオキシ基、メトキシフェニルオキシ基、エトキシフェ
ニルオキシ基、クロロフェニルオキシ基、ブロモフェニルオキシ基、アセチルオキシ基、
ベンゾイルオキシ基、ナフチルオキシ基、フェニルスルホニルオキシ基、ホスホノオキシ
基、ホスホナトオキシ基などが挙げられる。
【００２７】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのスルホニル基（Ｒ０４－ＳＯ２－）とし
ては、例えば、Ｒ０４が一価の非金属原子団からなる基のものが挙げられる。
　このようなスルホニル基としては、例えば、アルキルスルホニル基、アリールスルホニ
ル基などが好ましい。これらにおけるアルキル基及びアリール基としては、前述のアルキ
ル基、置換アルキル基、アリール基、及び置換アリール基として示したものが挙げられる
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。
　前記スルホニル基の具体例としては、ブチルスルホニル基、フェニルスルホニル基、ク
ロロフェニルスルホニル基などが挙げられる。
【００２８】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのスルホナト基（－ＳＯ３－）は、前述の
とおり、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）の共役塩基陰イオン基を意味し、通常は対陽イオンとと
もに使用されるのが好ましい。
　このような対陽イオンとしては、一般に知られるものを適宜選択して用いることができ
、例えば、オニウム類（例えば、アンモニウム類、スルホニウム類、ホスホニウム類、ヨ
ードニウム類、アジニウム類等）、金属イオン類（例えば、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｃａ２＋、Ｚ
ｎ２＋等）が挙げられる。
【００２９】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのカルボニル基（Ｒ０５－ＣＯ－）として
は、例えば、Ｒ０５が一価の非金属原子団からなる基のものが挙げられる。
　このようなカルボニル基としては、例えば、ホルミル基、アシル基、カルボキシル基、
アルコキシカルボニル基、アリーロキシカルボニル基、カルバモイル基、Ｎ－アルキルカ
ルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバモイル基、Ｎ－アリールカルバモイル基、Ｎ，
Ｎ－ジアリールカルバモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ’－アリールカルバモイル基などが挙
げられる。これらにおけるアルキル基及びアリール基としては、前述のアルキル基、置換
アルキル基、アリール基、及び置換アリール基として示したものが挙げられる。
　前記カルボニル基としては、ホルミル基、アシル基、カルボキシル基、アルコキシカル
ボニル基、アリーロキシカルボニル基、カルバモイル基、Ｎ－アルキルカルバモイル基、
Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバモイル基、Ｎ－アリールカルバモイル基が好ましく、ホルミル
基、アシル基、アルコキシカルボニル基、アリーロキシカルボニル基がより好ましい。
　前記カルボニル基の具体例としては、ホルミル基、アセチル基、ベンゾイル基、カルボ
キシル基、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基
、ジメチルアミノフェニルエテニルカルボニル基、メトキシカルボニルメトキシカルボニ
ル基、Ｎ－メチルカルバモイル基、Ｎ－フェニルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジエチルカル
バモイル基、モルホリノカルボニル基などが好適に挙げられる。
【００３０】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのスルフィニル基（Ｒ０６－ＳＯ－）とし
ては、Ｒ０６が一価の非金属原子団からなる基のものが挙げられる。
　このようなスルフィニル基としては、例えば、アルキルスルフィニル基、アリールスル
フィニル基、スルフィナモイル基、Ｎ－アルキルスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキ
ルスルフィナモイル基、Ｎ－アリールスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールスルフィ
ナモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールスルフィナモイル基などが挙げられる。これら
におけるアルキル基及びアリール基としては、前述のアルキル基、置換アルキル基、アリ
ール基、及び置換アリール基として示したものが挙げられる。これらの中でも、アルキル
スルフィニル基、アリールスルフィニル基が好ましい。
　前記置換スルフィニル基の具体例としては、ヘキシルスルフィニル基、ベンジルスルフ
ィニル基、トリルスルフィニル基などが好適に挙げられる。
【００３１】
　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのホスホノ基とは、ホスホノ基上の水酸基
の一つ乃至二つが他の有機オキソ基によって置換されたものを意味し、例えば、前述のジ
アルキルホスホノ基、ジアリールホスホノ基、アルキルアリールホスホノ基、モノアルキ
ルホスホノ基、モノアリールホスホノ基などが好ましい。これらの中では、ジアルキルホ
スホノ基、ジアリールホスホノ基がより好ましい。
　前記ホスホノ基のより好ましい具体例としては、ジエチルホスホノ基、ジブチルホスホ
ノ基、ジフェニルホスホノ基などが挙げられる。
【００３２】
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　前記アルキル基が有してもよい置換基としてのホスホナト基（－ＰＯ３Ｈ２－、－ＰＯ

３Ｈ－）とは、前述のとおり、ホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ２）の、酸第一解離、又は酸第二
解離に由来する共役塩基陰イオン基を意味する。通常は対陽イオンと共に使用されるのが
好ましい。このような対陽イオンとしては、一般に知られるものを適宜選択することがで
き、例えば、種々のオニウム類（アンモニウム類、スルホニウム類、ホスホニウム類、ヨ
ードニウム類、アジニウム類等）、金属イオン類（Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋等
）が挙げられる。
　前記ホスホナト基は、ホスホノ基の内、水酸基を一つ有機オキソ基に置換したものの共
役塩基陰イオン基であってもよく、このような具体例としては、前述のモノアルキルホス
ホノ基（－ＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ））、モノアリールホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ（ａｒｙｌ
））の共役塩基が挙げられる。
【００３３】
　これらの前記アルキル基が有してもよい置換基の中でも、ハロゲン原子（－Ｆ、－Ｂｒ
、－Ｃｌ、－Ｉ）、アルコキシ基、アリーロキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、
Ｎ－アルキルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、アシルオキシ基、Ｎ－アルキルカ
ルバモイルオキシ基、Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、アシルアミノ基、ホルミル基
、アシル基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、アリーロキシカルボニル基、カ
ルバモイル基、Ｎ－アルキルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバモイル基、Ｎ－
アリールカルバモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールカルバモイル基、スルホ基、スル
ホナト基、スルファモイル基、Ｎ－アルキルスルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスル
ファモイル基、Ｎ－アリールスルファモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールスルファモ
イル基、ホスホノ基、ホスホナト基、ジアルキルホスホノ基、ジアリールホスホノ基、モ
ノアルキルホスホノ基、アルキルホスホナト基、モノアリールホスホノ基、アリールホス
ホナト基、ホスホノオキシ基、ホスホナトオキシ基、アリール基、アルケニル基などが好
ましい。
【００３４】
　このような置換基とアルキル基を組み合わせることで得られる置換アルキル基の、好ま
しい具体例としては、クロロメチル基、ブロモメチル基、２－クロロエチル基、トリフル
オロメチル基、メトキシメチル基、イソプロポキシメチル基、ブトキシメチル基、ｓ－ブ
トキシブチル基、メトキシエトキシエチル基、アリルオキシメチル基、フェノキシメチル
基、メチルチオメチル基、トリルチオメチル基、ピリジルメチル基、テトラメチルピペリ
ジニルメチル基、Ｎ－アセチルテトラメチルピペリジニルメチル基、トリメチルシリルメ
チル基、メトキシエチル基、エチルアミノエチル基、ジエチルアミノプロピル基、モルホ
リノプロピル基、アセチルオキシメチル基、ベンゾイルオキシメチル基、Ｎ－シクロヘキ
シルカルバモイルオキシエチル基、Ｎ－フェニルカルバモイルオキシエチル基、アセチル
アミノエチル基、Ｎ－メチルベンゾイルアミノプロピル基、２－オキソエチル基、２－オ
キソプロピル基、カルボキシプロピル基、メトキシカルボニルエチル基、アリルオキシカ
ルボニルブチル基、クロロフェノキシカルボニルメチル基、カルバモイルメチル基、Ｎ－
メチルカルバモイルエチル基、Ｎ，Ｎ－ジプロピルカルバモイルメチル基、Ｎ－（メトキ
シフェニル）カルバモイルエチル基、Ｎ－メチル－Ｎ－（スルホフェニル）カルバモイル
メチル基、スルホブチル基、スルホナトブチル基、スルファモイルブチル基、Ｎ－エチル
スルファモイルメチル基、Ｎ，Ｎ－ジプロピルスルファモイルプロピル基、Ｎ－トリルス
ルファモイルプロピル基、Ｎ－メチル－Ｎ－（ホスホノフェニル）スルファモイルオクチ
ル基、ホスホノブチル基、ホスホナトヘキシル基、ジエチルホスホノブチル基、ジフェニ
ルホスホノプロピル基、メチルホスホノブチル基、メチルホスホナトブチル基、トリルホ
スホノヘキシル基、トリルホスホナトヘキシル基、ホスホノオキシプロピル基、ホスホナ
トオキシブチル基、ベンジル基、フェネチル基、α－メチルベンジル基、１－メチル－１
－フェニルエチル基、ｐ－メチルベンジル基、シンナミル基、アリル基、１－プロペニル
メチル基、２－ブテニル基、２－メチルアリル基、２－メチルプロペニルメチル基、２－
プロピニル基、２－ブチニル基、３－ブチニル基などが挙げられる。
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【００３５】
　一方、前記芳香族基が有していてもよい置換基としてのアリール基としては、例えば、
ベンゼン環、２個から３個のベンゼン環が縮合環を形成したもの、ベンゼン環と５員不飽
和環が縮合環を形成したものなどが挙げられる。
　前記アリール基の具体例としては、例えば、フェニル基、ナフチル基、アントリル基、
フェナントリル基、インデニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基などが挙げられる
。これらの中では、フェニル基、ナフチル基が好ましい。
　前記アリール基は置換基を有してもよく、このような置換基を有するアリール基（以下
、「置換アリール基」と称することもある。）としては、例えば、前述のアリール基の環
形成炭素原子上に置換基として、水素原子以外の一価の非金属原子団からなる基を有する
ものが挙げられる。
　前記アリール基が有してもよい置換基としては、例えば、前述のアルキル基、置換アル
キル基、前記アルキル基が有してもよい置換基として示したものが好ましい。
【００３６】
　前記置換アリール基の好ましい具体例としては、ビフェニル基、トリル基、キシリル基
、メシチル基、クメニル基、クロロフェニル基、ブロモフェニル基、フルオロフェニル基
、クロロメチルフェニル基、トリフルオロメチルフェニル基、ヒドロキシフェニル基、メ
トキシフェニル基、メトキシエトキシフェニル基、アリルオキシフェニル基、フェノキシ
フェニル基、メチルチオフェニル基、トリルチオフェニル基、エチルアミノフェニル基、
ジエチルアミノフェニル基、モルホリノフェニル基、アセチルオキシフェニル基、ベンゾ
イルオキシフェニル基、Ｎ－シクロヘキシルカルバモイルオキシフェニル基、Ｎ－フェニ
ルカルバモイルオキシフェニル基、アセチルアミノフェニル基、Ｎ－メチルベンゾイルア
ミノフェニル基、カルボキシフェニル基、メトキシカルボニルフェニル基、アリルオキシ
カルボニルフェニル基、クロロフェノキシカルボニルフェニル基、カルバモイルフェニル
基、Ｎ－メチルカルバモイルフェニル基、Ｎ，Ｎ－ジプロピルカルバモイルフェニル基、
Ｎ－（メトキシフェニル）カルバモイルフェニル基、Ｎ－メチル－Ｎ－（スルホフェニル
）カルバモイルフェニル基、スルホフェニル基、スルホナトフェニル基、スルファモイル
フェニル基、Ｎ－エチルスルファモイルフェニル基、Ｎ，Ｎ－ジプロピルスルファモイル
フェニル基、Ｎ－トリルスルファモイルフェニル基、Ｎ－メチル－Ｎ－（ホスホノフェニ
ル）スルファモイルフェニル基、ホスホノフェニル基、ホスホナトフェニル基、ジエチル
ホスホノフェニル基、ジフェニルホスホノフェニル基、メチルホスホノフェニル基、メチ
ルホスホナトフェニル基、トリルホスホノフェニル基、トリルホスホナトフェニル基、ア
リルフェニル基、１－プロペニルメチルフェニル基、２－ブテニルフェニル基、２－メチ
ルアリルフェニル基、２－メチルプロペニルフェニル基、２－プロピニルフェニル基、２
－ブチニルフェニル基、３－ブチニルフェニル基などが挙げられる。
【００３７】
　また、前記芳香族基が有していてもよい置換基としてのアルケニル基又はアルキニル基
としては、例えば、前述の炭素数１から２０までのアルキル基上の水素原子のいずれか１
つ又は２つを除し、２価又は３価の有機残基としたものが挙げられ、例えば、炭素原子数
１から１２までの直鎖状のアルケニル基又はアルキニル基、炭素原子数３から１２までの
分岐状のアルケニル基又はアルキニル基、炭素原子数５から１０までの環状のアルケニル
基又はアルキニル基などが好ましい。
　前記アルケニル基（－Ｃ（Ｒ０７）＝Ｃ（Ｒ０８）（Ｒ０９））及びアルキニル基（－
Ｃ≡Ｃ（Ｒ０１０））としては、例えば、Ｒ０７、Ｒ０８、Ｒ０９、及びＲ０１０が一価
の非金属原子団からなる基のものが挙げられる。
　前記Ｒ０７、Ｒ０８、Ｒ０９、Ｒ０１０としては、例えば、水素原子、ハロゲン原子、
アルキル基、置換アルキル基、アリール基、置換アリール基などが挙げられる。これらの
具体例としては、前述の例として示したものを挙げることができる。これらの中でも、水
素原子、ハロゲン原子、炭素原子数１から１０までの直鎖状のアルキル基、分岐状のアル
キル基、環状のアルキル基が好ましい。
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　前記アルケニル基及びアルキニル基の好ましい具体例としては、ビニル基、１－プロペ
ニル基、１－ブテニル基、１－ペンテニル基、１－ヘキセニル基、１－オクテニル基、１
－メチル－１－プロペニル基、２－メチル－１－プロペニル基、２－メチル－１－ブテニ
ル基、２－フェニル－１－エテニル基、２－クロロ－１－エテニル基、エチニル基、１－
プロピニル基、１－ブチニル基、フェニルエチニル基などが挙げられる。
　前記ヘテロ環基としては、例えば、置換アルキル基の置換基として例示したピリジル基
などが挙げられる。
【００３９】
　また、前記芳香族基が有していてもよい置換基としての置換基を含んでもよいアミノ基
（Ｒ０１１ＮＨ－、（Ｒ０１２）（Ｒ０１３）Ｎ－）としては、例えば、Ｒ０１１、Ｒ０

１２、及びＲ０１３が水素原子を除く一価の非金属原子団からなる基のものが挙げられる
。なお、Ｒ０１２とＲ０１３とは結合して環を形成してもよい。
　前記アミノ基としては、例えば、Ｎ－アルキルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基
、Ｎ－アリールアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアリールアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールア
ミノ基、アシルアミノ基、Ｎ－アルキルアシルアミノ基、Ｎ－アリールアシルアミノ基、
ウレイド基、Ｎ’－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキルウレイド基、Ｎ’－ア
リールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリー
ルウレイド基、Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ
－アルキルウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアル
キル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ
’－ジアルキル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ’－アリールウ
レイド基、Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アリール－Ｎ－アリールウ
レイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリール
－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイド基
、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アリールウレイド基、アルコキシカルボニルア
ミノ基、アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アルコキシカルボニルア
ミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アリール－Ｎ－アル
コキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アリール－Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基などが
挙げられる。これらにおけるアルキル基及びアリール基としては、前述のアルキル基、置
換アルキル基、アリール基、及び置換アリール基として示したものが挙げられる。また、
アシルアミノ基、Ｎ－アルキルアシルアミノ基、Ｎ－アリールアシルアミノ基おけるアシ
ル基（Ｒ０３ＣＯ－）のＲ０３は前述の通りである。これらのうち、Ｎ－アルキルアミノ
基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、Ｎ－アリールアミノ基、アシルアミノ基がより好まし
い。
　好ましいアミノ基の具体例としては、メチルアミノ基、エチルアミノ基、ジエチルアミ
ノ基、モルホリノ基、ピペリジノ基、ピロリジノ基、フェニルアミノ基、ベンゾイルアミ
ノ基、アセチルアミノ基などが挙げられる。
【００４０】
　前記芳香族基を側鎖に導入する方法としては、特に制限はないが、例えば、上述した側
鎖にカルボキシル基を含有するポリマーと、芳香族基を含有するラジカル重合性化合物１
種以上と、必要に応じて共重合成分として他のラジカル重合性化合物１種以上との通常の
ラジカル重合法によって製造することできる。
　前記ラジカル重合法としては、例えば、一般的に懸濁重合法あるいは溶液重合法などが
挙げられる。
【００４１】
　前記芳香族基を含有するラジカル重合性化合物としては、例えば、一般式（ａ－１）で
表される化合物、一般式（ａ－２）で表される化合物が好ましい。
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【化１３】

　ただし、前記一般式（ａ－１）中、Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３は、水素原子又は１価の有機
基を表す。Ｌは、有機基及び単結合のいずれかを表す。Ａｒは、ヘテロ環を含んでもよい
芳香族基を表す。
【化１４】

　ただし、前記一般式（ａ－２）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、及びＡｒは、前記一般式（ａ－
１）と同じ意を表す。
【００４２】
　前記Ｌの有機基としては、例えば、非金属原子からなる多価の有機基であり、１から６
０個までの炭素原子、０個から１０個までの窒素原子、０個から５０個までの酸素原子、
１個から１００個までの水素原子、及び０個から２０個までの硫黄原子から成り立つもの
が挙げられる。
　より具体的には、前記Ｌの有機基としては、下記の構造単位が組み合わさって構成され
るもの、多価ナフタレン、多価アントラセンなどを挙げることができる。
【００４３】
【化１５】

【００４４】
　前記Ｌの連結基は置換基を有してもよく、前記置換基としては、前述のハロゲン原子、
ヒドロキシル基、カルボキシル基、スルホナト基、ニトロ基、シアノ基、アミド基、アミ
ノ基、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、置換オキシ基、置換スル
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基、シリル基、ヘテロ環基が挙げられる。
【００４５】
　前記一般式（ａ－１）で表される化合物、及び一般式（ａ－２）で表される化合物にお
いては、一般式（ａ－１）の方が感度の点で好ましい。また、前記一般式（ａ－１）のう
ち、連結基を有しているものが安定性の点で好ましく、前記Ｌの有機基としては、炭素数
１～４のアルキレン基が非画像部の除去性（現像性）の点で好ましい。
　前記一般式（ａ－１）で表される化合物は、重合すると、下記一般式（ａ－３）で表さ
れる構造単位を含むポリマーとなる。また、前記一般式（ａ－２）で表される化合物は、
下記一般式（ａ－４）の構造単位を含むポリマーとなる。この内、一般式（ａ－４）の構
造単位を含むポリマーの方が、保存安定性の点で好ましい。
【００４６】
【化１６】

【化１７】

　ただし、前記一般式（ａ－３）及び（ａ－４）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｌ、及びＡｒは
、前記一般式（ａ－１）及び（ａ－２）と同じ意を表す。
　前記一般式（ａ－３）及び（ａ－４）において、Ｒ１及びＲ２は水素原子、Ｒ３はメチ
ル基であることが、非画像部の除去性（現像性）の点で好ましい。
　また、前記一般式（ａ－３）のＬは、炭素数１～４のアルキレン基が非画像部の除去性
（現像性）の点で好ましい。
【００４７】
　前記一般式（ａ－１）で表される化合物又は一般式（ａ－２）で表される化合物として
は、特に制限はないが、例えば、以下の例示化合物（１）～（３０）が挙げられる。
【００４８】
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【００４９】
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【化１９】

【００５０】
　前記例示化合物（１）～（３０）の中でも、（５）、（６）、（１１）、（１４）、及
び（２８）が好ましく、これらの中でも、（５）及び（６）が保存安定性及び現像性の点
でより好ましい。
【００５１】
　前記ヘテロ環を含んでもよい芳香族基の前記カルボキシル基含有樹脂における含有量は
、特に制限はないが、カルボキシル基含有樹脂の全構造単位を１００ｍｏｌ％とした場合
に、前記一般式（ａ－３）で表される構造単位を２０ｍｏｌ％以上含有することが好まし
く、３０～４５ｍｏｌ％含有することがより好ましい。前記含有量が２０ｍｏｌ未満であ
ると、保存安定性が低くなることがあり、４５ｍｏｌ％を超えると現像性が低下すること
がある。
【００５２】
－エチレン性不飽和結合－
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　前記エチレン性不飽和結合としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができるが、例えば、下記一般式（ａ－５）～（ａ－７）のいずれかで表されるものが好
ましい。
【００５３】
【化２０】

　ただし、前記一般式（ａ－５）～（ａ－７）中、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立して、
水素原子、１価の有機基を表す。Ｘ及びＹは、それぞれ独立して、酸素原子、硫黄原子、
又は－Ｎ－Ｒ４を表す。Ｚは、酸素原子、硫黄原子、－Ｎ－Ｒ４、又はフェニレン基を表
す。Ｒ４は、水素原子、又は１価の有機基を表す。
【００５４】
　前記一般式（ａ－５）において、Ｒ１としては、それぞれ独立して、例えば、水素原子
、置換基を有してもよいアルキル基などが好ましく、水素原子、メチル基がラジカル反応
性が高いことからより好ましい。
　前記Ｒ２及びＲ３としては、それぞれ独立して、例えば、水素原子、ハロゲン原子、ア
ミノ基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、置
換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基、置換基を有してもよ
いアルコキシ基、置換基を有してもよいアリールオキシ基、置換基を有してもよいアルキ
ルアミノ基、置換基を有してもよいアリールアミノ基、置換基を有してもよいアルキルス
ルホニル基、置換基を有してもよいアリールスルホニル基などが挙げられ、水素原子、カ
ルボキシル基、アルコキシカルボニル基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアリール基が、ラジカル反応性が高いことからより好ましい。
　前記Ｒ４としては、例えば、水素原子、置換基を有してもよいアルキル基などが好まし
く、水素原子、メチル基、エチル基、イソプロピル基がラジカル反応性が高いことからよ
り好ましい。
　ここで、導入しうる前記置換基としては、例えば、アルキル基、アルケニル基、アルキ
ニル基、アリール基、アルコキシ基、アリーロキシ基、ハロゲン原子、アミノ基、アルキ
ルアミノ基、アリールアミノ基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、スルホ基、
ニトロ基、シアノ基、アミド基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基などが挙
げられる。
【００５５】
　前記一般式（ａ－６）において、Ｒ４～Ｒ８としては、それぞれ独立して、例えば、水
素原子、ハロゲン原子、アミノ基、ジアルキルアミノ基、カルボキシル基、アルコキシカ
ルボニル基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基
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アリールオキシ基、置換基を有してもよいアルキルアミノ基、置換基を有してもよいアリ
ールアミノ基、置換基を有してもよいアルキルスルホニル基、置換基を有してもよいアリ
ールスルホニル基などが好ましく、水素原子、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基
、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基がより好ましい。
　導入しうる前記置換基としては、前記一般式（ａ－５）において挙げたものが例示され
る。
【００５６】
　前記一般式（ａ－７）において、Ｒ９としては、例えば、水素原子、置換基を有しても
よいアルキル基などが好ましく、水素原子、メチル基がラジカル反応性が高いことからよ
り好ましい。
　前記Ｒ１０、Ｒ１１としては、それぞれ独立して、例えば、水素原子、ハロゲン原子、
アミノ基、ジアルキルアミノ基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、スルホ基、
ニトロ基、シアノ基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール
基、置換基を有してもよいアルコキシ基、置換基を有してもよいアリールオキシ基、置換
基を有してもよいアルキルアミノ基、置換基を有してもよいアリールアミノ基、置換基を
有してもよいアルキルスルホニル基、置換基を有してもよいアリールスルホニル基などが
好ましく、水素原子、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、置換基を有してもよい
アルキル基、置換基を有してもよいアリール基がラジカル反応性が高いことからより好ま
しい。
　ここで、導入しうる前記置換基としては、一般式（ａ－５）において挙げたものが例示
される。
　前記Ｚとしては、酸素原子、硫黄原子、－ＮＲ１３－、又は置換基を有してもよいフェ
ニレン基を表す。Ｒ１３は、置換基を有してもよいアルキル基などを表し、水素原子、メ
チル基、エチル基、イソプロピル基がラジカル反応性が高いことから好ましい。
【００５７】
　前記一般式（ａ－５）～（ａ－７）で表されるエチレン性不飽和結合の中でも、前記一
般式（ａ－５）で表されるエチレン性不飽和結合が、重合反応性が高く感度が高くなり、
より好ましい。
　前記エチレン性不飽和結合の前記カルボキシル基含有樹脂における含有量としては、特
に制限はないが、０．５～３．０ｍｅｑ／ｇが好ましく、１．０～３．０ｍｅｑ／ｇがよ
り好ましく、１．５～２．８ｍｅｑ／ｇが特に好ましい。前記含有量が０．５ｍｅｑ／ｇ
未満であると、硬化反応量が少ないため低感度となることがあり、３．０ｍｅｑ／ｇより
多いと、保存安定性が劣化することがある。
　ここで、前記含有量（ｍｅｑ／ｇ）は、例えば、ヨウ素価滴定により測定することがで
きる。
【００５８】
　前記一般式（ａ－５）で表されるエチレン性不飽和結合を側鎖に導入する方法としては
、特に制限はないが、例えば、上述した側鎖にカルボキシル基を含有するポリマーとエチ
レン性不飽和結合及びエポキシ基を有する化合物とを付加反応させることで得ることがで
きる。
【００５９】
　前記エチレン性不飽和結合及びエポキシ基を有する化合物としては、これらを有すれば
特に制限はないが、例えば、下記一般式（ａ－８）及び（ａ－９）のいずれかで表される
化合物が好ましい。
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【化２１】

　ただし、前記一般式（ａ－８）中、Ｒ１は、水素原子又はメチル基を表す。Ｌ１は、有
機基を表す。
【化２２】

　ただし、前記一般式（ａ－９）中、Ｒ２は、水素原子又はメチル基を表す。Ｌ２は、有
機基を表す。Ｗは、４～７員環の脂肪族炭化水素基を表す。
　前記一般式（ａ－８）で表される化合物及び一般式（ａ－９）で表される化合物の中で
も、一般式（ａ－８）で表される化合物が好ましく、前記一般式（ａ－８）においても、
Ｌ１が炭素数１～４のアルキレン基のものがより好ましい。
【００６０】
　前記一般式（ａ－８）で表される化合物又は一般式（ａ－９）で表される化合物として
は、特に制限はないが、例えば、以下の例示化合物（３１）～（４０）が挙げられる。
【化２３】
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【００６１】
　前記側鎖への導入反応としては、具体的には、トリエチルアミン、ベンジルメチルアミ
ン等の３級アミン、ドデシルトリメチルアンモニウムクロライド、テトラメチルアンモニ
ウムクロライド、テトラエチルアンモニウムクロライド等の４級アンモニウム塩、ピリジ
ン、トリフェニルホスフィンなどを触媒として有機溶剤中、反応温度５０～１５０℃で数
時間～数十時間反応させることにより行うことができる。
【００６２】
　前記側鎖にエチレン性不飽和結合を有する構造単位としては、特に制限はないが、例え
ば、下記一般式（ａ－１０）で表される構造単位、一般式（ａ－１１）で表される構造単
位、及びこれらの混合により合成される構造単位が好ましい。
【化２４】

　ただし、前記一般式（ａ－１０）及び（ａ－１１）中、Ｒａ～Ｒｃは、水素原子又は１
価の有機基を表す。Ｒ１は、水素原子又はメチル基を表す。Ｌ１は、連結基を有してもよ
い有機基を表す。
【００６３】
　前記一般式（ａ－１０）で表される構造乃至一般式（ａ－１１）で表される構造単位の
含有量としては、特に制限はないが、カルボキシル基含有樹脂の全構造単位を１００ｍｏ
ｌ％とした場合に、２０ｍｏｌ％以上が好ましく、２０～５０ｍｏｌ％がより好ましく、
２５～４５ｍｏｌ％が特に好ましい。前記含有量が２０ｍｏｌ％未満では、硬化反応量が
少ないため低感度となることがあり、５０ｍｏｌ％より多いと、保存安定性が劣化するこ
とがある。
【００６４】
　前記カルボキシル基含有樹脂は、画像強度などの諸性能を向上する目的で、前述のラジ
カル重合性化合物の他に、更に他のラジカル重合性化合物を共重合させることが好ましい
。
　前記他のラジカル重合性化合物としては、例えば、アクリル酸エステル類、メタクリル
酸エステル類、スチレン類などから選ばれるラジカル重合性化合物などが挙げられる。
【００６５】
　具体的には、アルキルアクリレート等のアクリル酸エステル類、アリールアクリレート
、アルキルメタクリレート等のメタクリル酸エステル類、アリールメタクリレート、スチ
レン、アルキルスチレン等のスチレン類、アルコキシスチレン、ハロゲンスチレンなどが
挙げられる。
　前記アクリル酸エステル類としては、アルキル基の炭素原子数は１～２０のものが好ま
しく、例えば、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸
ブチル、アクリル酸アミル、アクリル酸エチルへキシル、アクリル酸オクチル、アクリル
酸－ｔ－オクチル、クロルエチルアクリレート、２，２－ジメチルヒドロキシプロピルア
クリレート、５－ヒドロキシペンチルアクリレート、トリメチロールプロパンモノアクリ
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レート、ペンタエリスリトールモノアクリレート、グリシジルアクリレート、ベンジルア
クリレート、メトキシベンジルアクリレート、フルフリルアクリレート、テトラヒドロフ
ルフリルアクリレートなどが挙げられる。
　前記アリールアクリレートとしては、例えば、フェニルアクリレートなどが挙げられる
。
【００６６】
　前記メタクリル酸エステル類としては、アルキル基の炭素原子は１～２０のものが好ま
しく、例えば、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、プロピルメタクリレート
、イソプロピルメタクリレート、アミルメタクリレート、ヘキシルメタクリレート、シク
ロヘキシルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、クロルベンジルメタクリレート、
オクチルメタクリレー卜、４－ヒドロキシブチルメタクリレート、５－ヒドロキシペンチ
ルメタクリレート、２，２－ジメチル－３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、トリメ
チロールプロパンモノメタクリレート、ペンタエリスリトールモノメタクリレート、グリ
シジルメタクリレート、フルフリルメタクリレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレ
ートなどが挙げられる。
　前記アリールメタクリレートとしては、例えば、フェニルメタクリレート、クレジルメ
タクリレート、ナフチルメタクリレートなどが挙げられる。
【００６７】
　前記スチレン類としては、例えば、メチルスチレン、ジメチルスチレン、トリメチルス
チレン、エチルスチレン、ジエチルスチレン、イソプロピルスチレン、ブチルスチレン、
ヘキシルスチレン、シクロへキシルスチレン、デシルスチレン、ベンジルスチレン、クロ
ルメチルスチレン、トリフルオルメチルスチレン、エトキシメチルスチレン、アセトキシ
メチルスチレンなどが挙げられる。
　前記アルコキシスチレンとしては、例えば、メトキシスチレン、４－メトキシ－３－メ
チルスチレン、ジメトキシスチレンなどが挙げられる。
　前記ハロゲンスチレンとしては、例えば、クロルスチレン、ジクロルスチレン、トリク
ロルスチレン、テトラクロルスチレン、ペンタクロルスチレン、ブロムスチレン、ジブロ
ムスチレン、ヨードスチレン、フルオルスチレン、トリフルオルスチレン、２－ブロム－
４－トリフルオルメチルスチレン、４－フルオル－３－トリフルオルメチルスチレンなど
が挙げられる。
　これらのラジカル重合性化合物は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用して
もよい。
【００６８】
　前記カルボキシル基含有樹脂を合成する際に用いられる溶媒としては、特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、エチレンジクロリド、シクロヘキサノ
ン、メチルエチルケトン、アセトン、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノー
ル、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、
２－メトキシエチルアセテート、１－メトキシ－２－プロパノール、１－メトキシ－２－
プロピルアセテート、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、
ジメチルスルホキシド、トルエン、酢酸エチル、乳酸メチル、乳酸エチルなどが挙げられ
る。これらは、１種単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。
【００６９】
　前記カルボキシル基含有樹脂中には、未反応の単量体を含んでいてもよい。この場合、
前記単量体の前記カルボキシル基含有樹脂における含有量は１５質量％以下が好ましい。
【００７０】
　前記カルボキシル基含有樹脂は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用い
てもよい。
　前記カルボキシル基含有樹脂の含有量としては、感光性組成物中の全固形分に対して、
５質量％～８０質量％が好ましく、１０質量％～７０質量％がより好ましい。該固形分含
有量が、５質量％未満であると、感光層の膜強度が弱くなりやすく、該感光層の表面のタ
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ック性が悪化することがあり、８０質量％を超えると、露光感度が低下することがある。
【００７１】
＜重合性化合物＞
　前記重合性化合物としては、メタクリレート化合物から選ばれる少なくとも１種を含有
する。該重合性化合物は、低分子量（単量体）及び高分子量（オリゴマー）のいずれであ
ってもよいが、低分子量の方が好ましい。なお、前記メタクリレート化合物は、単官能で
あってもよく、多官能であっても構わない。
【００７２】
　前記メタクリレート化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えばトリメチロールプロパントリメタクリレート（ＮＫエステル　ＴＭＰＴ、
新中村化学株式会社製）、ネオペンチルグリコールジメタクリレート（ＮＫエステル　Ｎ
ＰＧ、新中村化学株式会社製）、トリシクロデカンジメタノールジメタクリレート（ＮＫ
エステル　ＤＣＰ、新中村化学株式会社製）、1，６－ヘキサンジオールメタクリレート
（ＮＫエステル　ＨＤ-Ｎ、新中村化学株式会社製）、ジエチレングリコールジメタクリ
レート（ＮＫエステル　２Ｇ、新中村化学株式会社製）、トリエチレングリコールジメタ
クリレート（ＮＫエステル　３Ｇ、新中村化学株式会社製）、ポリプロピレングリコール
＃４００ジメタクリレート（ＮＫエステル　９ＰＧ、新中村化学株式会社製）、などが挙
げられる。これらは、１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　前記光重合性化合物としてのメタクリレート化合物の含有量は、前記感光性組成物の固
体成分に対して、５質量％～５０質量％が好ましく、１０質量％～３５質量％がより好ま
しい。該含有量が、５質量％未満であると、現像性の悪化、露光感度の低下などの問題を
生ずることがあり、５０質量％を超えると、感光層の粘着性が強くなり過ぎることがあり
、好ましくない。
【００７３】
　前記重合性化合物としては、前記メタクリレート化合物以外にも、必要に応じて他の重
合性化合物を含んでいてもよい。
　前記他の重合性化合物としては、少なくとも１つのエチレン性二重結合を有しているの
が好ましい。
　前記エチレン性二重結合を１つ有する単量体としては、例えば、アルキルアクリレート
、ヒドロキシアルキルアクリレート、アミノアクリレート；アルキルメタクリレート、ヒ
ドロキシアルキルメタクリレート、アミノメタクリレート（例えば、メチルアクリレート
、エチルアクリレート、ブチルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、２－ヒ
ドロキシエチルアクリレート、アクリル酸イソボルニル、メタクリル酸メチル、メタクリ
ル酸エチル等）；シリコーンアクリレート、アクリロニトリル、アクリルアミド、メタク
リルアミド、Ｎ－置換（メタ）アクリルアミド、酢酸ビニル等のビニルエステル；イソブ
チルビニルエーテル等のビニルエーテル；スチレン、アルキル－スチレン、ハロ－スチレ
ン、Ｎ－ビニルピロリドン、塩化ビニル、塩化ビニリデン、などが挙げられる。
【００７４】
　前記エチレン性二重結合を２つ以上の有する単量体としては、例えば、エチレングリコ
ールジアクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、ネオプレングリコールジア
クリレート、ヘキサメチレングリコールジアクリレート、ビスフェノールＡのジアクリレ
ート、４，４’－ビス（２－アクリロイルオキシエトキシ）ジフェニルプロパン、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、ペンタエリトリトールトリアクリレート、ペンタエ
リトリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＨ
Ａ）、アクリル酸ビニル、ジビニルベンゼン、コハク酸ジビニル、フタル酸ジアリル、リ
ン酸トリアリル、イソシアヌル酸トリアリル、トリス（２－アクリロイルエチル）イソシ
アヌラート、などが挙げられる。
【００７５】
　前記エチレン性二重結合を少なくとも１つ有するオリゴマーとしては、例えば、アクリ
ル化エポキシ樹脂；アクリレート、ビニルエーテル基を有するポリエステル、エポキシ基
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を有するポリエステル；ポリウレタン、ポリエーテル、などが挙げられる。また、マレイ
ン酸、フタル酸、及び１種又はそれ以上のジオールから製造され、５００～３，０００の
分子量を有する不飽和ポリエステル樹脂なども挙げられる。更に、ビニルエーテルのオリ
ゴマー；ポリエステル、ポリウレタン、ポリエーテル、ポリビニルエーテル及びエポキシ
の主鎖を有するマレイン酸終止オリゴマー；なども挙げられる。これらは、１種単独で用
いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　これらの中でも、ビニルエーテルの基を有するオリゴマーと、国際公開第９０／０１５
１２号パンフレットに記載された重合体との組合せ、ビニルエーテルとマレイン酸官能化
された単量体との共重合体、などが好ましい。前記オリゴマーは、プレポリマーと呼ばれ
ることもある。
　これらの中でも、エチレン性不飽和カルボン酸とポリオール又はポリエポキシドとのエ
ステル、主鎖中又は側鎖基にエチレン性不飽和基を有する重合体（例えば、不飽和のポリ
エステル、ポリアミド、ポリウレタン、又はこれらの共重合体等）、側鎖基に（メタ）ア
クリル基を有する重合体及び共重合体、などが特に好ましい。
【００７６】
　前記エチレン性不飽和カルボン酸としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロ
トン酸、イタコン酸、桂皮酸、リノレン酸、オレイン酸等の不飽和脂肪酸、などが挙げら
れる。これらの中でも、アクリル酸、メタクリル酸が特に好ましい。
【００７７】
＜熱硬化性化合物＞
　前記熱硬化性化合物（熱架橋剤）としては、加熱により架橋反応を起こす化合物であれ
ば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、前記感光性組成物を用
いて形成される感光層の硬化後の膜強度を改良するために、現像性等に悪影響を与えない
範囲で、例えば、１分子内に少なくとも２つのエポキシ基（オキシラン環）を有するエポ
キシ化合物（オキシラン化合物）、１分子内に少なくとも２つのオキセタン環を有するオ
キセタン化合物、などを用いることができる。これらの中でも１分子内に少なくとも２つ
のエポキシ基を有するエポキシ化合物が特に好ましい。
【００７８】
　前記１分子中に少なくとも２つのエポキシ基を有するエポキシ化合物としては、例えば
、ビキシレノール型もしくはビフェノール型エポキシ樹脂（「ＹＸ４０００ジャパンエポ
キシレジン社製」等）又はこれらの混合物、イソシアヌレート骨格等を有する複素環式エ
ポキシ樹脂（「ＴＥＰＩＣ；日産化学工業社製」、「アラルダイトＰＴ８１０；チバ・ス
ペシャルティ・ケミカルズ社製」等）、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ノボラック型
エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂
、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾ－ル
ノボラック型エポキシ樹脂、ハロゲン化エポキシ樹脂（例えば、低臭素化エポキシ樹脂、
高ハロゲン化エポキシ樹脂、臭素化フェノールノボラック型エポキシ樹脂など）、アリル
基含有ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、トリスフェノールメタン型エポキシ樹脂、ジフ
ェニルジメタノール型エポキシ樹脂、フェノールビフェニレン型エポキシ樹脂、ジシクロ
ペンタジエン型エポキシ樹脂（「ＨＰ－７２００，ＨＰ－７２００Ｈ；大日本インキ化学
工業社製」等）、グリシジルアミン型エポキシ樹脂（ジアミノジフェニルメタン型エポキ
シ樹脂、ジグリシジルアニリン、トリグリシジルアミノフェノール等）、グリジジルエス
テル型エポキシ樹脂（フタル酸ジグリシジルエステル、アジピン酸ジグリシジルエステル
、ヘキサヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、ダイマー酸ジグリシジルエステル等）ヒ
ダントイン型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂（３，４－エポキシシクロヘキシルメチ
ル－３’，４’－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビス（３，４－エポキシシ
クロヘキシルメチル）アジペート、ジシクロペンタジエンジエポキシド、「ＧＴ－３００
、ＧＴ－４００、ＺＥＨＰＥ３１５０；ダイセル化学工業製」等、）、イミド型脂環式エ
ポキシ樹脂、トリヒドロキシフェニルメタン型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡノボラッ
ク型エポキシ樹脂、テトラフェニロールエタン型エポキシ樹脂、グリシジルフタレート樹
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脂、テトラグリシジルキシレノイルエタン樹脂、ナフタレン基含有エポキシ樹脂（ナフト
ールアラルキル型エポキシ樹脂、ナフトールノボラック型エポキシ樹脂、４官能ナフタレ
ン型エポキシ樹脂、市販品としては「ＥＳＮ－１９０，ＥＳＮ－３６０；新日鉄化学社製
」、「ＨＰ－４０３２，ＥＸＡ－４７５０，ＥＸＡ－４７００；大日本インキ化学工業社
製」等）、フェノール化合物とジビニルベンゼンやジシクロペンタジエン等のジオレフィ
ン化合物との付加反応によって得られるポリフェノール化合物と、エピクロルヒドリンと
の反応物、４－ビニルシクロヘキセン－１－オキサイドの開環重合物を過酢酸等でエポキ
シ化したもの、線状含リン構造を有するエポキシ樹脂、環状含リン構造を有するエポキシ
樹脂、α―メチルスチルベン型液晶エポキシ樹脂、ジベンゾイルオキシベンゼン型液晶エ
ポキシ樹脂、アゾフェニル型液晶エポキシ樹脂、アゾメチンフェニル型液晶エポキシ樹脂
、ビナフチル型液晶エポキシ樹脂、アジン型エポキシ樹脂、グリシジルメタアクリレート
共重合系エポキシ樹脂（「ＣＰ－５０Ｓ，ＣＰ－５０Ｍ；日本油脂社製」等）、シクロヘ
キシルマレイミドとグリシジルメタアクリレートとの共重合エポキシ樹脂、ビス（グリシ
ジルオキシフェニル）フルオレン型エポキシ樹脂、ビス（グリシジルオキシフェニル）ア
ダマンタン型エポキシ樹脂などが挙げられるが、これらに限られるものではない。これら
のエポキシ樹脂は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００７９】
　また、前記１分子中に少なくとも２つのエポキシ基を有するエポキシ化合物におけるエ
ポキシ基としては、β位にアルキル基を有していてもよく、β位がアルキル基で置換され
たエポキシ基（より具体的には、β－アルキル置換グリシジル基など）が特に好ましい。
　前記β位にアルキル基を有するエポキシ基を少なくとも含むエポキシ化合物は、１分子
中に含まれる２個以上のエポキシ基のすべてがβ－アルキル置換グリシジル基であっても
よく、少なくとも１個のエポキシ基がβ－アルキル置換グリシジル基であってもよい。
【００８０】
　前記β位にアルキル基を有するエポキシ基を含むエポキシ化合物は、室温における保存
安定性の観点から、前記感光性組成物中に含まれる前記エポキシ化合物全量中における、
全エポキシ基中のβ－アルキル置換グリシジル基の割合が、３０％以上であるのが好まし
く、４０％以上であるのがより好ましく、５０％以上であるのが特に好ましい。
　前記β－アルキル置換グリシジル基としては、特に制限は無く、目的に応じて適宜選択
することができ、例えば、β－メチルグリシジル基、β－エチルグリシジル基、β－プロ
ピルグリシジル基、β－ブチルグリシジル基、などが挙げられ、これらの中でも、前記感
光性組成物の保存安定性を向上させる観点、及び合成の容易性の観点から、β－メチルグ
リシジル基が好ましい。
【００８１】
　前記β位にアルキル基を有するエポキシ基を含むエポキシ化合物としては、例えば、多
価フェノール化合物とβ－アルキルエピハロヒドリンとから誘導されたエポキシ化合物が
好ましい。
【００８２】
　前記β－アルキルエピハロヒドリンとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、例えば、β－メチルエピクロロヒドリン、β－メチルエピブロモヒドリ
ン、β－メチルエピフロロヒドリン等のβ－メチルエピハロヒドリン；β－エチルエピク
ロロヒドリン、β－エチルエピブロモヒドリン、β－エチルエピフロロヒドリン等のβ－
エチルエピハロヒドリン；β－プロピルエピクロロヒドリン、β－プロピルエピブロモヒ
ドリン、β－プロピルエピフロロヒドリン等のβ－プロピルエピハロヒドリン；β－ブチ
ルエピクロロヒドリン、β－ブチルエピブロモヒドリン、β－ブチルエピフロロヒドリン
等のβ－ブチルエピハロヒドリン；などが挙げられる。これらの中でも、前記多価フェノ
ールとの反応性及び流動性の観点から、β－メチルエピハロヒドリンが好ましい。
【００８３】
　前記多価フェノール化合物としては、１分子中に２個以上の芳香族性水酸基を含有する
化合物であれば、特に制限は無く、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、ビス
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フェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ等のビスフェノール化合物、ビフェ
ノール、テトラメチルビフェノール等のビフェノール化合物、ジヒドロキシナフタレン、
ビナフトール等のナフトール化合物、フェノール－ホルムアルデヒド重縮合物等のフェノ
ールノボラック樹脂、クレゾール－ホルムアルデヒド重縮合物等の炭素数１～１０のモノ
アルキル置換フェノール－ホルムアルデヒド重縮合物、キシレノール－ホルムアルデヒド
重縮合物等の炭素数１～１０のジアルキル置換フェノール－ホルムアルデヒド重縮合物、
ビスフェノールＡ－ホルムアルデヒド重縮合物等のビスフェノール化合物－ホルムアルデ
ヒド重縮合物、フェノールと炭素数１～１０のモノアルキル置換フェノールとホルムアル
デヒドとの共重縮合物、フェノール化合物とジビニルベンゼンの重付加物などが挙げられ
る。これらの中でも、例えば、流動性及び保存安定性を向上させる目的で選択する場合に
は、前記ビスフェノール化合物が好ましい。
【００８４】
　前記β位にアルキル基を有するエポキシ基を含むエポキシ化合物としては、例えば、ビ
スフェノールＡのジ－β－アルキルグリシジルエーテル、ビスフェノールＦのジ－β－ア
ルキルグリシジルエーテル、ビスフェノールＳのジ－β－アルキルグリシジルエーテル等
のビスフェノール化合物のジ－β－アルキルグリシジルエーテル；ビフェノールのジ－β
－アルキルグリシジルエーテル、テトラメチルビフェノールのジ－β－アルキルグリシジ
ルエーテル等のビフェノール化合物のジ－β－アルキルグリシジルエーテル；ジヒドロキ
シナフタレンのジ－β－アルキルグリシジルエーテル、ビナフトールのジ－β－アルキル
グリシジルエーテル等のナフトール化合物のβ－アルキルグリシジルエーテル；フェノー
ル－ホルムアルデヒド重縮合物のポリ－β－アルキルグリシジルエーテル；クレゾール－
ホルムアルデヒド重縮合物のポリ－β－アルキルグリシジルエーテル等の炭素数１～１０
のモノアルキル置換フェノール－ホルムアルデヒド重縮合物のポリ－β－アルキルグリシ
ジルエーテル；キシレノール－ホルムアルデヒド重縮合物のポリ－β－アルキルグリシジ
ルエーテル等の炭素数１～１０のジアルキル置換フェノール－ホルムアルデヒド重縮合物
のポリ－β－アルキルグリシジルエーテル；ビスフェノールＡ－ホルムアルデヒド重縮合
物のポリ－β－アルキルグリシジルエーテル等のビスフェノール化合物－ホルムアルデヒ
ド重縮合物のポリ－β－アルキルグリシジルエーテル；フェノール化合物とジビニルベン
ゼンの重付加物のポリ－β－アルキルグリシジルエーテル；などが挙げられる。
　これらの中でも、下記一般式（Ｃ－１）で表されるビスフェノール化合物、及びこれと
エピクロロヒドリンなどから得られる重合体から誘導されるβ－アルキルグリシジルエー
テル、及び下記一般式（Ｃ－２）で表されるフェノール化合物－ホルムアルデヒド重縮合
物のポリ－β－アルキルグリシジルエーテルが好ましい。
【化２５】

　ただし、前記一般式（Ｃ－１）中、Ｒは、水素原子及び炭素数１～６のアルキル基のい
ずれかを表す。ｎは、０～２０いずれかの整数を表す。
【化２６】

　ただし、前記一般式（Ｃ－２）中、Ｒは、水素原子及び炭素数１～６のアルキル基のい
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ずれかを表す。Ｒ”は、水素原子、及びＣＨ３のいずれかを表し、ｎは、０～２０のいず
れかの整数を表す。
　これらβ位にアルキル基を有するエポキシ基を含むエポキシ化合物は、１種単独で使用
してもよいし、２種以上を併用してもよい。また、１分子中に少なくとも２つのエポキシ
基（オキシラン環）を有するエポキシ化合物、及びβ位にアルキル基を有するエポキシ基
を含むエポキシ化合物を併用することも可能である。
【００８５】
　前記エポキシ化合物の骨格としては、ビスフェノール型エポキシ樹脂、ノボラック型エ
ポキシ樹脂、脂環式基含有型エポキシ樹脂、及び難溶性エポキシ樹脂から選択される少な
くとも１種が好ましい。
【００８６】
　前記１分子中に少なくとも２つのオキセタン環を有するエポキシ化合物としては、例え
ば、ビス［（３－メチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル］エーテル、ビス［（３－
エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル］エーテル、１，４－ビス［（３－メチル－
３－オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、１，４－ビス［（３－エチル－３－オキ
セタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、（３－メチル－３－オキセタニル）メチルアクリ
レート、（３－エチル－３－オキセタニル）メチルアクリレート、（３－メチル－３－オ
キセタニル）メチルメタクリレート、（３－エチル－３－オキセタニル）メチルメタクリ
レート又はこれらのオリゴマーあるいは共重合体等の多官能オキセタン類の他、オキセタ
ン基を有する化合物と、ノボラック樹脂、ポリ（ｐ－ヒドロキシスチレン）、カルド型ビ
スフェノール類、カリックスアレーン類、カリックスレゾルシンアレーン類、シルセスキ
オキサン等の水酸基を有する樹脂など、とのエーテル化合物が挙げられ、この他、オキセ
タン環を有する不飽和モノマーとアルキル（メタ）アクリレートとの共重合体なども挙げ
られる。
【００８７】
　前記熱硬化性化合物（熱架橋剤）の含有量としては、感光性組成物中の全固形分に対し
て、１質量％～５０質量％が好ましく、３質量％～３０質量％がより好ましい。該含有量
が１質量％未満であると、硬化膜の膜強度の向上が認められず、５０質量％を超えると、
現像性の低下や露光感度の低下を生ずることがある。
【００８８】
＜光重合開始剤＞
　本発明の前記感光性組成物は、光重合開始剤として、オキシム化合物を含み、必要に応
じて、該オキシム化合物以外の従来公知の光重合開始剤を含んでなる。
【００８９】
－オキシム化合物－
　本発明で用いられるオキシム化合物は、下記一般式（Ａ－１）で表される。
【化２７】

　ただし、前記一般式（Ａ－１）中、Ｒ１は、アシル基、アルキルオキシカルボニル基、
及びアリールオキシカルボニル基のいずれかを表す。
　前記アシル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、脂肪族アシル基、芳香族アシル基、複素芳香族アシル基、などが挙げられる。
　前記アシル基の総炭素数としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、２～３０が好ましく、２～２０がより好ましく、２～１６が更に好ましい。
　前記アシル基としては、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基としては、例え
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ば、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アシル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、アセチル基、プロパノイル基、メチルプロパノイル基、ブタノイル基、ピバロイル基
、ヘキサノイル基、シクロヘキサンカルボニル基、オクタノイル基、デカノイル基、ドデ
カノイル基、オクタデカノイル基、ベンジルカルボニル基、フェノキシアセチル基、２エ
チルヘキサノイル基、クロロアセチル基、ベンゾイル基、パラメトキシベンゾイル基、２
，５－ジブトキシベンゾイル基、１－ナフトイル基、２－ナフトイル基、ピリジルカルボ
ニル基、メタクリロイル基、アクリロイル基、などが挙げられる。
【００９０】
　前記アルキルオキシカルボニル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができる。
　前記アルキルオキシカルボニル基の総炭素数としては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、２～３０が好ましく、２～２０がより好ましく、２～１６
が更に好ましい。
　前記アルキルオキシカルボニル基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基と
しては、例えば、アルキルオキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アルキルオキシカルボニル基の具体例としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、イソプ
ロポキシカルボニルブトキシカルボニル基、イソブチルオキシカルボニル基、アリルオキ
シカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基、エトキシ
エトキシカルボニル基、などが挙げられる。
【００９１】
　前記アリールオキシカルボニル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができる。
　前記アリールオキシカルボニル基の総炭素数としては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、７～３０が好ましく、７～２０がより好ましく、７～１６
が更に好ましい。
　前記アリールオキシカルボニル基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基と
しては、例えば、アルキルオキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アリールオキシカルボニル基の具体例としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、フェノキシカルボニル基、２－ナフトキシカルボニル基
、パラメトキシフェノキシカルボニル基、２，５－ジエトキシフェノキシカルボニル基、
パラクロロフェノキシカルボニル基、パラニトロフェノキシカルボニル基、パラシアノフ
ェノキシカルボニル基、などが挙げられる。
【００９２】
　前記一般式（Ａ－１）中、Ｒ２は、水素原子、アルキル基、シアノ基を表す。
　前記アルキル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、メチル基、エチル基、イソプロピル基、ターシャリーブチル基、ターシャリーオク
チル基、などが挙げられる。
【００９３】
　前記一般式（Ａ－１）中、Ａｒは、芳香族環及び複素芳香族環のいずれかを表す。
　前記芳香族環としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラセン環、などが挙げられる。
　前記複素芳香族環としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ピロール環、インドール環、ベンゾフラン環、ベンゾチオフェン環、などが挙げ
られる。
【００９４】
　ｎは０（ゼロ）又は１の整数を表し、ＡｒとＲ２は互いに連結し環を形成してもよい。
【００９５】
　前記一般式（Ａ－１）で表されるオキシム化合物の中でも、感度に優れる点で、下記一
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般式（Ａ－２）で表される化合物が好ましい。
【化２８】

　ただし、前記一般式（Ａ－２）中、Ｒ１は、アシル基、アルキルオキシカルボニル基、
及びアリールオキシカルボニル基のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されて
いてもよい。Ｒ３は、アルキル基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ
基、アリールチオ基、ハロゲン原子、アルキルオキシカルボニル基、ニトロ基、及びアシ
ルアミノ基のいずれかを表す。ｍは、０以上の整数を表し、該ｍが２以上の整数を表す場
合、該Ｒ３は、互いに同一であってもよいし、異なっていてもよく、互いに連結し環を形
成していてもよい。Ａｒは、芳香族環及び複素芳香族環のいずれかを表す。Ａは、５員環
、６員環及び７員環のいずれかを表し、これらは、置換基で更に置換されていてもよい。
Ｘは、酸素原子、及び硫黄原子のいずれかを表す。
　なお、前記Ｒ１、及びＡｒの詳細は、前記一般式（Ａ－１）と同様である。
　前記アシル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、脂肪族アシル基、芳香族アシル基、複素芳香族アシル基、などが挙げられる。
　前記アシル基の総炭素数としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、２～３０が好ましく、２～２０がより好ましく、２～１６が更に好ましい。
　前記アシル基としては、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基としては、例え
ば、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アシル基の具体例としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、アセチル基、プロパノイル基、メチルプロパノイル基、ブタノイル基、ピバ
ロイル基、ヘキサノイル基、シクロヘキサンカルボニル基、オクタノイル基、デカノイル
基、ドデカノイル基、オクタデカノイル基、ベンジルカルボニル基、フェノキシアセチル
基、２エチルヘキサノイル基、クロロアセチル基、ベンゾイル基、パラメトキシベンゾイ
ル基、２，５－ジブトキシベンゾイル基、１－ナフトイル基、２－ナフトイル基、ピリジ
ルカルボニル基、メタクリロイル基、アクリロイル基、などが挙げられる。
【００９６】
　前記アルキルオキシカルボニル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができる。
　前記アルキルオキシカルボニル基の総炭素数としては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、２～３０が好ましく、２～２０がより好ましく、２～１６
が更に好ましい。
　前記アルキルオキシカルボニル基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基と
しては、例えば、アルコキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アルキルオキシカルボニル基の具体例としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、イソプ
ロポキシカルボニルブトキシカルボニル基、イソブチルオキシカルボニル基、アリルオキ
シカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基、エトキシ
エトキシカルボニル基、などが挙げられる。
【００９７】
　前記アリールオキシカルボニル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができる。
　前記アリールオキシカルボニル基の総炭素数としては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、７～３０が好ましく、７～２０がより好ましく、７～１６
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　前記アリールオキシカルボニル基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基と
しては、例えば、アルコキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アリールオキシカルボニル基の具体例としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、フェノキシカルボニル基、２－ナフトキシカルボニル基
、パラメトキシフェノキシカルボニル基、２，５－ジエトキシフェノキシカルボニル基、
パラクロロフェノキシカルボニル基、パラニトロフェノキシカルボニル基、パラシアノフ
ェノキシカルボニル基、などが挙げられる。
【００９８】
　前記一般式（Ａ－２）中、Ｒ３は、それぞれ独立に、アルキル基、アルキルオキシ基、
アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ハロゲン原子、アルキルオキシカ
ルボニル基、ニトロ基、及びアシルアミノ基のいずれかを表す。
　前記アルキル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、メチル基、エチル基、イソプロピル基、ターシャリーブチル基、ターシャリーオク
チル基、などが挙げられる。
　前記アルキルオキシ基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、などが挙げられる。
　前記アリールオキシ基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、ベンジルオキシ基、フェノキシ基、４－クロロフェノキシ基、４－メチルフ
ェノキシ基、などが挙げられる。
　前記アルキルチオ基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、メチルチオ基、ブチルチオ基、オクチルチオ基、ドデシルチオ基、などが挙げ
られる。
　前記アリールルチオ基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、ベンジルチオ基、フェニルチオ基、４－メチルフェニルチオ基、などが挙げ
られる。
　前記ハロゲン原子としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、クロロ基、ブロモ基、ヨード基、などが挙げられる。
　前記アルキルオキシカルボニル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、などが挙げられ
る。
　前記アシルアミノ基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、メチルカルボニルアミノ基、エチルカルボニルアミノ基、ベンゼンカルボニル
アミノ基、などが挙げられる。
【００９９】
　前記一般式（Ａ－２）中、ｍとしては、０以上のいずれかの整数を表し、前記Ａｒの構
造により適宜選択することができる。
　なお、前記ｍが２以上のいずれかの整数を表す場合、該Ｒ３は、互いに同一であっても
よいし、異なっていてもよいし、互いに連結し環を形成していてもよい。該Ｒ３が互いに
連結し環を形成している場合、一般式（Ａ－２）で表されるオキシム化合物の具体例とし
ては、下記構造式で表される化合物などが挙げられる。なお、形成された環構造部分を含
め、Ａｒで表される芳香族環には更に置換基を有していてもよく、該置換基は上記Ｒ３と
同様である。Ｘは、－ＣＨ２－、酸素原子、及び硫黄原子のいずれかを表す。
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【化２９】

　前記構造式中、Ｙ及びＺは、それぞれＣＨ２、－Ｏ－、－Ｓ－、及び－ＮＲ－のいずれ
かを表し、該Ｒは、水素原子、又はアルキル基を表す。
【０１００】
　前記一般式（Ａ－２）中、Ａｒは、芳香族環及び複素芳香族環のいずれかを表す。
　前記芳香族環としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラセン環、などが挙げられる。
　前記複素芳香族環としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ピロール環、インドール環、ベンゾフラン環、ベンゾチオフェン環、などが挙げ
られる。
【０１０１】
　前記一般式（Ａ－２）中、Ａは、５員環、６員環、及び７員環のいずれかを表す。
　前記５員環、前記６員環、又は前記７員環としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、環形成置換基により形成されることが好ましい。該環形成置
換基としては、例えば、アルキレン、アルケニレン、アルキニレン、などが挙げられる。
該環形成置換基は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよく、また、酸素
原子、硫黄原子、などのヘテロ原子を有してもよい。
　前記５員環、前記６員環、及び前記７員環は、置換基で更に置換されていてもよく、該
置換基としては、例えば、アルキル基、アルケニル基、アルキルオキシ基、アリールオキ
シ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　これらの中でも、前記Ａとしては、感度に優れる点で、前記５員環及び前記６員環のい
ずれかであるのが好ましい。
【０１０２】
　前記一般式（Ａ－２）で表されるオキシム化合物の中でも、感度に優れる点で下記一般
式（Ａ－３）及び（Ａ－４）のいずれかで表される化合物がより好ましい。
【化３０】
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【化３１】

【０１０３】
　ただし、前記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）中、Ｒ４は、アルキル基、及びアルキル
オキシ基のいずれかを表す。
　前記アルキル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。
　前記アルキル基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基としては、例えば、
アルキルオキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アルキル基の具体例としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えばメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基、などが挙げられ
る。これらの中でも、感度に優れる点で、メチル基、エチル基、プロピル基が好ましい。
【０１０４】
　前記アルキルオキシ基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
きる。
　前記アルキルオキシ基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基としては、例
えば、アルキルオキシ基、ハロゲン原子、などが挙げられる。
　前記アルキルオキシ基の具体例としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができ、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、などが挙げ
られる。
【０１０５】
　前記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）中、Ｒ５は、それぞれ独立に、アルキル基、アル
キルオキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ハロゲン原子、ア
ルキルオキシカルボニル基、ニトロ基、及びアシルアミノ基のいずれかを表す。
　なお、前記アルキル基、前記アルキルオキシ基、前記アリールオキシ基、前記アルキル
チオ基、前記アリールチオ基、前記ハロゲン原子、前記アルキルオキシカルボニル基、前
記ニトロ基、及び前記アシルアミノ基の詳細は、前記一般式（Ａ－１）中、Ｒ２で表され
る前記アルキル基、前記アルキルオキシ基、前記アリールオキシ基、前記アルキルチオ基
、前記アリールチオ基、前記ハロゲン原子、前記アルキルオキシカルボニル基、前記ニト
ロ基、及び前記アシルアミノ基の詳細と同様である。
　これらの中でも、前記Ｒ５としては、吸収効率に優れる点で、前記アルキルオキシ基、
前記アリールチオ基、前記ハロゲン原子が好ましい。
【０１０６】
　前記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）中、ｌは、０～６のいずれかの整数を表す。これ
らの中でも、合成適性の点で、０～２のいずれかの整数であることが好ましい。
　なお、前記ｌが２以上のいずれかの整数を表す場合、該Ｒ５は、互いに同一であっても
よいし、異なっていてもよいし、互いに連結し環を形成していてもよい。
【０１０７】
　前記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）中、Ａは、５員環及び６員環のいずれかを表し、
これらは、置換基で更に置換されていてもよい。
　なお、前記５員環、及び前記６員環の詳細は、前記一般式（Ａ－２）中、Ａで表される
前記５員環、及び前記６員環の詳細と同様である。
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　これらの中でも、前記Ａとしては、感度に優れる点で、５員環であることが好ましい。
【０１０８】
　前記一般式（Ａ－３）及び（Ａ－４）中、Ｘは、－ＣＨ２－、酸素原子、及び硫黄原子
のいずれかを表す。
【０１０９】
　前記一般式（Ａ－１）、（Ａ－２）、（Ａ－３）及び（Ａ－４）の少なくともいずれか
で表されるオキシム化合物の具体例としては、下記構造式（１）～（２６）で表される化
合物が挙げられるが、本発明は、これらに限定されるものではない。
【化３２】

　ただし、前記構造式（１）～（２６）中、Ｍｅはメチル基、Ｐｈはフェニル基を表す。
前記構造式（２４）～（２６）はＣＩＢＡ社製、IRGACURE　OXE01,IRGACURE　OXE02,CGI3
25である。
【０１１０】
－従来公知の光重合開始剤－
　前記光重合開始剤としては、例えば、カンファーキノン、ベンゾフェノン、ベンゾフェ
ノン誘導体、アセトフェノン、アセトフェノン誘導体、例えば、α－ヒドロキシシクロア
ルキルフェニルケトン若しくは２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパノン、
ジアルキルオキシアセトフェノン、α－ヒドロキシ－若しくはα－アミノ－アセトフェノ
ン、例えば（４－メチルチオベンゾイル）－１－メチル－１－モルホリノエタン、（４－
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モルホリノベンゾイル）－１－ベンジル－１－ジメチルアミノプロパン、４－アロイル－
１，３－ジオキソラン、ベンゾインアルキルエーテル及びベンジルケタール（例えば、ジ
メチルベンジルケタール）、フェニルグリオキサルエステル及びその誘導体、二量体のフ
ェニルグリオキサルエステル、ジアセチル、ペルエステル（例えば、欧州特許第１２６，
５４１号公報に例えば記載されたベンゾフェノンテトラカルボン酸ペルエステル）、モノ
アシルホスフィンオキシド（例えば、（２，４，６－トリメチルベンゾイル）ジフェニル
ホスフィンオキシド、ビスアシルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾ
イル）－（２，４，４－トリメチルペンチル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－
トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベ
ンゾイル）－２，４－ジペントキシフェニルホスフィンオキシド、トリスアシルホスフィ
ンオキシド）、ハロメチルトリアジン（例えば、２－〔２－（４－メトキシフェニル）ビ
ニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－（４－メトキシ
フェニル）－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－（３，４－
ジメトキシフェニル）－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－
メチル－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－（４－Ｎ，Ｎ－
ジ（エトキシカルボニルメチルアミノフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）〔
１，３，５〕トリアジン、２－（４－メトキシナフチル）－４，６－ビストリクロロメチ
ル〔１，３，５〕トリアジン、２－（１，３－ベンゾジオキソル－５－イル）－４，６－
ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－〔２－〔４－（ペンチルオキシ）
フェニル〕エテニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－
〔２－（３－メチル－２－フラニル）エテニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，
３，５〕トリアジン、２－〔２－（５－メチル－２－フラニル）エテニル〕－４，６－ビ
ストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－〔２－（２，４－ジメトキシフェニ
ル）エテニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－〔２－
（２－メトキシフェニル）エテニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕ト
リアジン、２－〔２－（４－イソプロピルオキシフェニル）エテニル〕－４，６－ビスト
リクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－〔２－（３－クロロ－４－メトキシフェ
ニル）エテニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－〔２
－ブロモ－４－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノフェニル〕－４，６－ビ
ストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－〔２－クロロ－４－Ｎ，Ｎ－ジ（エ
トキシカルボニルメチル）アミノフェニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，
５〕トリアジン、２－〔３－ブロモ－４－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミ
ノフェニル〕－４，６－ビストリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－〔３－ク
ロロ－４－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノフェニル〕－４，６－ビスト
リクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン）；Ｇ．Ｂｕｈｒ，Ｒ．Ｄａｍｍｅｌ　ａｎｄ
　Ｃ．Ｌｉｎｄｌｅｙ，Ｐｏｌｙｍ．Ｍａｔｅｒ．Ｓｃｉ．Ｅｎｇ．６１，２６９（１９
８９）、欧州特許第０２２７８８号公報、などに記載のその他のハロメチルトリアジン；
米国特許第４，３７１，６０６号明細書、米国特許第４，３７１，６０７号明細書などに
記載のハロメチルオキサゾール光開始剤；Ｅ．Ａ．Ｂａｒｔｍａｎｎ，Ｓｙｎｔｈｅｓｉ
ｓ　５，４９０（１９９３）などに記載の１，２－ジスルホン；ヘキサアリールビスイミ
ダゾール、及びヘキサアリールビスイミダゾール／共開始剤系（例えば、２－メルカプト
ベンズチアゾール、フェロセニウム化合物）；チタノセン（例えば、ビス（シクロペンタ
ジエニル）－ビス（２，６－ジフルオロ－３－ピリルフェニル）チタンと組み合わせたｏ
－クロロヘキサフェニル－ビスイミダゾールとの混合物）、などが挙げられる。
【０１１１】
　前記従来公知の光重合開始剤としては、更に、陽イオン光開始剤、過酸化化合物（例え
ば、過酸化ベンゾイル、米国特許第４，９５０，５８１号明細書第１９欄第１７～２５行
に記載の過酸化化合物等）、米国特許第４，９５０，５８１号明細書第１８欄第６０行～
第１９欄第１０行に記載の、芳香族のスルホニウム、ホスホニウム若しくはヨードニウム
塩、シクロペンタジエニル－アレーン－鉄（ＩＩ）錯塩（例えば、（η６－イソプロピル
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ベンゼン）（η５－シクロペンタジエニル）－鉄（ＩＩ）ヘキサフルオロホスファート）
、欧州特許第７８０，７２９号公報に記載のオキシムスルホン酸エステル、などが挙げら
れる。また、例えば、欧州特許第４９７，５３１号及び第４４１，２３２号公報に記載の
ピリジニウム及び（イソ）キノリニウム塩、なども挙げられる。
【０１１２】
　前記光重合開始剤の含有量としては、前記感光性組成物の固形分に対して、０．０１質
量％～２５質量％が好ましく、０．０１質量％～１０質量％がより好ましく、０．０１質
量％～５質量％が更に好ましい。前記含有量は、従来公知の光重合開始剤を併用して用い
る場合は、これら全ての光重合開始剤の合計を意味する。
【０１１３】
＜増感剤＞
　前記増感剤としては、下記一般式（Ｂ－１）で表される。
【化３３】

　ただし、前記一般式（Ｂ－１）中、Ｒ６及びＲ７は、それぞれ独立に、アルキル基、ア
リール基、及びアルケニル基のいずれかを表す。
　前記アルキル基としては、特に制限はなく目的に応じて適宜選択することができるが、
例えば、メチル基、エチル基、等の炭素数１～１０のアルキル基などが好ましい。
　前記アルキル基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基としては、例えば、
ヒドロキシ基、シアノ基、アルキルオキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、等）、
ハロゲン原子（例えば、クロロ基、ブロモ基、等）、カルボキシル基、カルボアルキルオ
キシ基、スルホニル基、フェニル基、アリール基（例えば、ｐ－ニトロフェニル基等）、
ビニル基、メチルビニル基、シンナミル基、などが挙げられる。
【０１１４】
　前記アリール基としては、特に制限はなく目的に応じて適宜選択することができるが、
例えば、フェニル基、ナフチル基、などが好ましい。
　前記アリール基は、置換基で置換されていてもよく、該置換基としては、例えば、炭素
数１～１０のアルキル基、ヒドロキシ基、シアノ基、炭素数１～１０のアルキルオキシ基
（例えば、メトキシ基、エトキシ基、等）、ハロゲン原子（例えば、クロロ基、ブロモ基
、等）、カルボキシル基、カルボアルキルオキシ基、スルホニル基、などが挙げられる。
【０１１５】
　前記アルケニル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、例えば、ビニル基などが好ましい。
　前記アルケニル基は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基としては、例えば
、炭素数１～１０のアルキル基、炭素数６～１８のアリール基、などが挙げられ、該置換
基も更にメチル基等の炭素数１～１０のアルキル基などで置換されていてもよい。
【０１１６】
　また、前記Ｒ６と前記Ｒ７とは、それぞれが結合している硫黄原子と共に非金属元素か
らなる環を形成していてもよい。該環としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができるが、例えば、５員環、６員環、芳香族環が縮環した５員環、芳香族環が
縮環した６員環、などが挙げられる。
　前記環は、置換基で更に置換されていてもよく、該置換基としては、例えば、アルキル
基、アリール基、置換アルキル基、置換アリール基、ヒドロキシ基、シアノ基、アルキル
オキシ基、ハロゲン原子、カルボキシル基、カルボアルキルオキシ基、スルホニル基、な
どが挙げられる。
【０１１７】
　前記一般式（Ｂ－１）中、ｐは、０又は１を表す。
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【０１１８】
　前記一般式（Ｂ－１）中、Ｇ１及びＧ２は、それぞれ独立に、水素原子、シアノ基、カ
ルボニル基、アルキルオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、ア
ルキルチオ基、アリールチオ基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、及びフ
ルロオアルキルスルホニル基のいずれかを表す。ただし、該Ｇ１及び該Ｇ２のいずれかは
、カルボニル基、シアノ基、アルキルオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基
、アシル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、及びフルオロアルキルスル
ホニル基のいずれかを表す。
　前記アルキルオキシカルボニル基、前記アルキルチオ基、前記アルキルスルホニル基、
及び前記フルオロアルキルスルホニル基におけるアルキル基としては、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、炭素数１～１０のアルキル基などが
好ましい。
　前記アリールオキシカルボニル基、前記アリールチオ基、及び前記アリールスルホニル
基におけるアリール基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、例えば、フェニル基、ナフチル基、などが好ましい。
　前記アシル基（－ＣＯＲ）としては、例えば、該Ｒが、アルキル基、アリール基及びア
ルキルアリール基のいずれかであるものなどが挙げられる。該アリール基及び該アルキル
アリール基における、アルキル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、例えば、炭素数１～１０のアルキル基などが好ましい。アリール基とし
ては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、フェニル基
、ナフチル基、などが好ましい。
　前記アルキル基及びアリール基としては、置換基で更に置換されていてもよく、該置換
基としては、例えば、炭素数１～１０のアルキル基、ヒドロキシ基、シアノ基、炭素数１
～１０のアルキルオキシ基、ハロゲン原子、カルボキシル基、カルボアルキルオキシ基、
スルホニル基、スルホアルキルオキシ基、炭素数６～１８のアリール基、アシル基、ビニ
ル基、シンナミル基、などが挙げられる。
【０１１９】
　また、前記Ｇ１と前記Ｇ２とは、それぞれが結合している炭素原子と共に、非金属原子
からなるメロシアニン色素で酸性核として用いられる環を形成していてもよい。該メロシ
アニン色素で酸性核として用いられる環としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、例えば、以下の（ａ）～（ｔ）などが挙げられる。
（ａ）１，３－ジカルボニル核（例えば１，３－インダンジオン、１，３－シクロヘキサ
ンジオン、５，５－ジメチル－１，３－シクロヘキサンジオン、１，３－ジオキサン－４
，６－ジオン、など）
（ｂ）ピラゾリノン核［例えば、３－メチル－１－フェニル－２－ピラゾリン－５－オン
、１－フェニル－２－ピラゾリン－５－オン、１－（２－ベンゾチアゾリル）－３－メチ
ル－２－ピラゾリン－５－オン、など］
（ｃ）イソオキサゾリノン核（例えば、３－フェニル－２－イソオキサゾリン－５－オン
、３－メチル－２－イソオキサゾリン－５－オン、など）
（ｄ）オキシインドール核（例えば、１－アルキル－２，３－ジヒドロ－２－オキシイン
ドール）
（ｅ）２，４，６－トリケトヘキサヒドロピリミジン核［例えば、バルビツル酸、２－チ
オバルビツル酸、及びその誘導体、など。該誘導体としては、例えば、１－メチル、１－
エチル等の１－アルキル体；１，３－ジエチル、１，３－ジブチル等の１，３－ジアルキ
ル体；１，３－ジフェニル、１，３－ジ（ｐ－クロロフェニル）、１，３－ジ（ｐ－エト
キシカルボニルフェニル）等の１，３－ジアリール体；１－エチル－３－フェニル等の１
－アルキル－３－アリール体、などが挙げられる］
（ｆ）２－チオ－２，４－チアゾリジンジオン核（例えば、ローダニン及びその誘導体な
ど。該誘導体としては、例えば、３－エチルローダニン、３－アリルローダニン等の３－
アルキルローダニン；３－フェニルスーダニン等の３－アリールローダニン、などが挙げ
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られる）
（ｇ）２－チオ－２，４－オキサゾリジンジオン（２－チオ－２，４－（３Ｈ，５Ｈ）－
オキサゾールジオン）核（例えば、２－エチル－２－チオ－２，４－オキサゾリジンジオ
ン等）
（ｈ）チアナフテノン核［例えば、３（２Ｈ）－チアナフテノン、３（２Ｈ）－チアナフ
テノン－１，１－ジオキサイド等］
（ｉ）２－チオ－２，５－チアゾリジンジオン核（例えば、３－エチル－２－チオ－２，
５－チアゾリジンジオン等）
（ｊ）２，４－チアゾリジンジオン核（例えば、２，４－チアゾリジンジオン、３－エチ
ル－２，４－チアゾリジンジオン、３－フェニル－２，４－チアゾリジンジオン等）
（ｋ）チアゾリジノン核（例えば、４－チアゾリジノン、３－エチル－４－チアゾリジノ
ン等）
（ｌ）４－チアゾリノン核（例えば、２－エチルメルカプト－５－チアゾリン－４－オン
、２－アルキルフェニルアミノ－５－チアゾリン－４－オン等）
（ｍ）２－イミノ－２－オキソゾリン－４－オン（凝ヒダントイン）核
（ｎ）２，４－イミダゾリジンジオン（ヒダントイン）核（例えば、２，４－イミダゾリ
ジンジオン、３－エチル－２，４－イミダゾリジンジオン等）
（ｏ）２－チオ－２，４－イミダゾリジンジオン（２－チオヒダントイン）核（例えば、
２－チオ－２，４－イミダゾリジンジオン、３－エチル－２－チオ－２，４－イミダゾリ
ジンジオン等）
（ｐ）２－イミダゾリン－５－オン核（例えば、２－ｎ－プロピル－メルカプト－２－イ
ミダゾリン－５－オン等）
（ｑ）フラン－５－オン核
（ｒ）４－ヒドロキシ－２（１Ｈ）－キノリノン核又は４－ヒドロキシ－２（１Ｈ）－ピ
リジノン核［例えばＮ－メチル－４－ヒドロキシ－２（１Ｈ）－キノリノン、Ｎ－ｎ－ブ
チル－４－ヒドロキシ－２（１Ｈ）－キノリノン、Ｎ－メチル－４－ヒドロキシ－２（１
Ｈ）－ピリジノン等］
（ｓ）置換基で置換されていてもよい４－ヒドロキシ－２Ｈ－ピラン－２－オン核又は４
－ヒドロキシクマリン核
（ｔ）置換基で置換されていてもよいチオインドキシル核（例えば、５－メチルチオイン
ドキシル等）
【０１２０】
　前記一般式（Ｂ－１）で表される増感剤の中でも、硬化感度の点で、下記一般式（Ｂ－
２）で表される化合物が好ましい。
【化３４】

　ただし、前記一般式（Ｂ－２）中、Ｒ８及びＲ９は、それぞれ独立に、水素原子、アル
キル基、アリール基、アシル基、及びハロゲン原子のいずれかを表す。該Ｒ８及び該Ｒ９

は、互いに連結し芳香族環を形成していてもよく、更に該芳香族環上にアルキル基、アル
キルオキシ基、及びハロゲン原子の少なくともいずれかを有していてもよい。
【０１２１】
　前記一般式（Ｂ－２）中、Ｒ１０及びＲ１１は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル
基、及びアリール基のいずれかを表す。Ｙは、酸素原子、硫黄原子を表す。
　前記アルキル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、例えば、エチル基、ブチル基、などが好ましい。
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　前記アリール基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、例えば、フェニル基、などが好ましい。
【０１２２】
　前記一般式（Ｂ－１）、及び（Ｂ－２）の少なくともいずれかで表される増感剤の具体
例としては、下記例示化合物Ｎｏ．１～Ｎｏ．３６が挙げられるが、本発明は、これらに
限定されるものではない。
【化３５】

【化３６】

【化３７】

【化３８】

【化３９】
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【化４０】

【化４１】

【化４２】

【化４３】

【化４４】

【化４５】
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【化４６】

【化４７】

【化４８】

【化４９】

【化５０】

【化５１】
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【化５２】

【化５３】

【化５４】

【化５５】

【化５６】

【化５７】
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【化５８】

【化５９】

【化６０】

【化６１】

【化６２】

【化６３】
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【化６４】

【化６５】

【化６６】

【化６７】

【化６８】

【化６９】
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【化７０】

　ただし、前記構造式中、ｔ－Ｂｕは、ｔｅｒｔ－ブチル基を表す。Ｐｈは、フェニル基
を表す。Ｅｔは、エチル基を表す。
【０１２３】
　前記増感剤の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、前記重合性化合物に対して、０．０１質量％～５０質量％が好ましく、０．１質量
％～２０質量％がより好ましい。
【０１２４】
＜無機フィラー及び有機フィラー＞
　前記無機フィラーとしては、特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択することが
でき、例えば、カオリン、硫酸バリウム、チタン酸バリウム、酸化ケイ素粉、微粉状酸化
ケイ素、気相法シリカ、無定形シリカ、結晶性シリカ、溶融シリカ、球状シリカ、タルク
、クレー、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、酸化アルミニウム、水酸化アルミニウム
、マイカなどが挙げられる。
　前記無機フィラーの平均粒径は、１０μｍ未満が好ましく、３μｍ以下がより好ましい
。該平均粒径が１０μｍ以上であると、光錯乱により解像度が劣化することがある。
　前記有機フィラーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、架橋ポリスチレン樹脂などが挙げられる
。
　また、平均粒径０．０１～５μｍ、吸油量１００～２００ｍ２／ｇ程度のシリカ、架橋
樹脂からなる球状多孔質微粒子などを用いることができる。
【０１２５】
　前記無機フィラー及び有機フィラーの少なくともいずれかの含有量としては、前記感光
性組成物の全固形分に対して、１～６０質量％が好ましい。該含有量が１質量％未満であ
ると、十分に線膨張係数を低下させることができないことがあり、６０質量％を超えると
、感光層表面に硬化膜を形成した場合に、該硬化膜の膜質が脆くなり、永久パターンを用
いて配線を形成する場合において、配線の保護膜としての機能が損なわれることがある。
【０１２６】
＜その他の成分＞
　前記その他の成分としては、例えば、エポキシ硬化促進剤、熱重合禁止剤、可塑剤、着
色剤（着色顔料あるいは染料）、体質顔料、などが挙げられ、更に基材表面への密着促進
剤及びその他の助剤類（例えば、導電性粒子、充填剤、消泡剤、難燃剤、レベリング剤、
剥離促進剤、酸化防止剤、香料、表面張力調整剤、連鎖移動剤など）を併用してもよい。
これらを適宜含有させることにより、目的とする感光性フィルムの安定性、写真性、膜物
性などの性質を調整することができる。
【０１２７】
－エポキシ硬化促進剤－
　本発明の感光性組成物は、前記熱硬化性化合物（熱架橋剤）の熱硬化を促進するため、
公知のエポキシ硬化促進剤を用いることができる。該エポキシ硬化促進剤としては、例え
ば、アミン化合物（例えば、ジシアンジアミド、ベンジルジメチルアミン、４－（ジメチ
ルアミノ）－Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、４－メトキシ－Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジ
ルアミン、４－メチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン等）、４級アンモニウム塩化合
物（例えば、トリエチルベンジルアンモニウムクロリド等）、ブロックイソシアネート化
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合物（例えば、ジメチルアミン等）、イミダゾール誘導体二環式アミジン化合物及びその
塩（例えば、イミダゾール、２－メチルイミダゾール、２－エチルイミダゾール、２－エ
チル－４－メチルイミダゾール、２－フェニルイミダゾール、４－フェニルイミダゾール
、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾール、１－（２－シアノエチル）－２－エチ
ル－４－メチルイミダゾール等）、リン化合物（例えば、トリフェニルホスフィン等）、
グアナミン化合物（例えば、メラミン、グアナミン、アセトグアナミン、ベンゾグアナミ
ン等）、Ｓ－トリアジン誘導体（例えば、２，４－ジアミノ－６－メタクリロイルオキシ
エチル－Ｓ－トリアジン、２－ビニル－２，４－ジアミノ－Ｓ－トリアジン、２－ビニル
－４，６－ジアミノ－Ｓ－トリアジン・イソシアヌル酸付加物、２，４－ジアミノ－６－
メタクリロイルオキシエチル－Ｓ－トリアジン・イソシアヌル酸付加物等）などを用いる
ことができる。これらは１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。なお、
前記エポキシ硬化促進剤としては、前記熱架橋剤、あるいは、これらとカルボキシル基と
の反応を促進することができるものであれば、特に制限はなく、上記以外の熱硬化を促進
可能な化合物を用いてもよい。
　前記エポキシ硬化促進剤の前記感光性組成物固形分中の固形分含有量は、０．０１質量
％～１５質量％が好ましい。
【０１２８】
－熱重合禁止剤－
　前記熱重合禁止剤は、前記感光性組成物における前記重合性化合物の熱的な重合又は経
時的な重合を防止するために添加してもよい。
　前記熱重合禁止剤としては、例えば、４－メトキシフェノール、ハイドロキノン、アル
キル又はアリール置換ハイドロキノン、ｔ－ブチルカテコール、ピロガロール、２－ヒド
ロキシベンゾフェノン、４－メトキシ－２－ヒドロキシベンゾフェノン、塩化第一銅、フ
ェノチアジン、クロラニル、ナフチルアミン、β－ナフトール、２，６－ジ－ｔ－ブチル
－４－クレゾール、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）
、ピリジン、ニトロベンゼン、ジニトロベンゼン、ピクリン酸、４－トルイジン、メチレ
ンブルー、銅と有機キレート剤反応物、サリチル酸メチル、フェノチアジン、ニトロソ化
合物、ニトロソ化合物とＡｌとのキレート、などが挙げられる。
【０１２９】
　前記熱重合禁止剤の含有量としては、前記感光性組成物中の前記重合性化合物に対して
０．００１～５質量％が好ましく、０．００５～２質量％がより好ましく、０．０１～１
質量％が特に好ましい。
　前記含有量が、０．００１質量％未満であると、保存時の安定性が低下することがあり
、５質量％を超えると、活性エネルギー線に対する感度が低下することがある。
【０１３０】
－可塑剤－
　前記可塑剤は、前記感光性組成物が形成する感光層の膜物性（可撓性）をコントロール
するために添加してもよい。
　前記可塑剤としては、例えば、ジメチルフタレート、ジブチルフタレート、ジイソブチ
ルフタレート、ジヘプチルフタレート、ジオクチルフタレート、ジシクロヘキシルフタレ
ート、ジトリデシルフタレート、ブチルベンジルフタレート、ジイソデシルフタレート、
ジフェニルフタレート、ジアリルフタレート、オクチルカプリールフタレート等のフタル
酸エステル類；トリエチレングリコールジアセテート、テトラエチレングリコールジアセ
テート、ジメチルグリコースフタレート、エチルフタリールエチルグリコレート、メチル
フタリールエチルグリコレート、ブチルフタリールブチルグリコレート、トリエチレング
リコールジカブリル酸エステル等のグリコールエステル類；トリクレジルホスフェート、
トリフェニルホスフェート等のリン酸エステル類；４－トルエンスルホンアミド、ベンゼ
ンスルホンアミド、Ｎ－ｎ－ブチルベンゼンスルホンアミド、Ｎ－ｎ－ブチルアセトアミ
ド等のアミド類；ジイソブチルアジペート、ジオクチルアジペート、ジメチルセバケート
、ジブチルセパケート、ジオクチルセパケート、ジオクチルアゼレート、ジブチルマレー
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ト等の脂肪族二塩基酸エステル類；クエン酸トリエチル、クエン酸トリブチル、グリセリ
ントリアセチルエステル、ラウリン酸ブチル、４，５－ジエポキシシクロヘキサン－１，
２－ジカルボン酸ジオクチル等；ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール等
のグリコール類が挙げられる。
【０１３１】
　前記可塑剤の含有量としては、前記感光性組成物の全固形分に対して、０．１質量％～
５０質量％が好ましく、０．５質量％～４０質量％がより好ましく、１質量％～３０質量
％が更に好ましい。
【０１３２】
－着色顔料－
　前記着色顔料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、ビクトリア・ピュアーブルーＢＯ（Ｃ．Ｉ．４２５９５）、オーラミン（Ｃ．Ｉ．４
１０００）、ファット・ブラックＨＢ（Ｃ．Ｉ．２６１５０）、モノライト・エローＧＴ
（Ｃ．Ｉ．ピグメント・エロー１２）、パーマネント・エローＧＲ（Ｃ．Ｉ．ピグメント
・エロー１７）、パーマネント・エローＨＲ（Ｃ．Ｉ．ピグメント・エロー８３）、パー
マネント・カーミンＦＢＢ（Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１４６）、ホスターバームレッ
ドＥＳＢ（Ｃ．Ｉ．ピグメント・バイオレット１９）、パーマネント・ルビーＦＢＨ（Ｃ
．Ｉ．ピグメント・レッド１１）ファステル・ピンクＢスプラ（Ｃ．Ｉ．ピグメント・レ
ッド８１）モナストラル・ファースト・ブルー（Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５）、モ
ノライト・ファースト・ブラックＢ（Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブラック１）、カーボン、Ｃ
．Ｉ．ピグメント・レッド９７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメン
ト・レッド１４９、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１６８、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１
７７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１９２、Ｃ．Ｉ
．ピグメント・レッド２１５、Ｃ．Ｉ．ピグメント・グリーン７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・
グリーン３６、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５
：４、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：６、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー２２、Ｃ．Ｉ
．ピグメント・ブルー６０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー６４などが挙げられる。これら
は１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。また、必要に応じて、公知の
染料の中から、適宜選択した染料を使用することができる。
【０１３３】
　前記着色顔料の含有量としては、永久パターン形成の際の感光層の露光感度、解像性な
どを考慮して決めることができ、前記着色顔料の種類により異なるが、一般的には、前記
感光性組成物の全固形分に対して、０．０１～１０質量％が好ましく、０．０５～５質量
％がより好ましい。
【０１３４】
－密着促進剤－
　各層間の密着性、又は該感光性組成物からなる感光層と基前記感光性組成物を用いて感
光性フィルムを形成する際の、体との密着性を向上させるために、各層に公知のいわゆる
密着促進剤を用いることができる。
【０１３５】
　前記密着促進剤としては、例えば、特開平５－１１４３９号公報、特開平５－３４１５
３２号公報、及び特開平６－４３６３８号公報等に記載の密着促進剤が好適挙げられる。
具体的には、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、２－メルカ
プトベンズイミダゾール、２－メルカプトベンズオキサゾール、２－メルカプトベンズチ
アゾール、３－モルホリノメチル－１－フェニル－トリアゾール－２－チオン、３－モル
ホリノメチル－５－フェニル－オキサジアゾール－２－チオン、５－アミノ－３－モルホ
リノメチル－チアジアゾール－２－チオン、及び２－メルカプト－５－メチルチオ－チア
ジアゾール、トリアゾール、テトラゾール、ベンゾトリアゾール、カルボキシベンゾトリ
アゾール、アミノ基含有ベンゾトリアゾール、シランカップリング剤などが挙げられる。
【０１３６】
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　前記密着促進剤の含有量としては、前記感光性組成物の全固形分に対して、０．００１
質量％～２０質量％が好ましく、０．０１質量％～１０質量％がより好ましく、０．１質
量％～５質量％が特に好ましい。
【０１３７】
　本発明の感光性組成物は、感度、解像度、及び保存安定性に優れ、高精細な永久パター
ンを効率よく形成可能である。このため、プリント配線板、カラーフィルタや柱材、リブ
材、スペーサー、隔壁などのディスプレイ用部材、ホログラム、マイクロマシン、プルー
フなどの永久パターン形成用として広く用いることができ、特に、プリント基板の永久パ
ターン形成用として好適に用いることができる。
【０１３８】
（感光性フィルム）
　本発明の感光性フィルムとしては、支持体と、該支持体上に形成された前記本発明の感
光性組成物からなる感光層とを少なくとも有し、必要に応じて適宜熱可塑性樹脂層等のそ
の他の層を有することが好ましい。
【０１３９】
＜支持体＞
　前記支持体としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、前
記感光層を剥離可能であり、かつ光の透過性が良好であるものが好ましく、更に表面の平
滑性が良好であることがより好ましい。
【０１４０】
　前記支持体は、合成樹脂製で、かつ透明であるものが好ましく、例えば、ポリエチレン
テレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリプロピレン、ポリエチレン、三酢酸セ
ルロース、二酢酸セルロース、ポリ（メタ）アクリル酸アルキルエステル、ポリ（メタ）
アクリル酸エステル共重合体、ポリ塩化ビニル、ポリビニルアルコール、ポリカーボネー
ト、ポリスチレン、セロファン、ポリ塩化ビニリデン共重合体、ポリアミド、ポリイミド
、塩化ビニル・酢酸ビニル共重合体、ポリテトラフロロエチレン、ポリトリフロロエチレ
ン、セルロース系フィルム、ナイロンフィルム等の各種のプラスチックフィルムが挙げら
れ、これらの中でも、ポリエチレンテレフタレートが特に好ましい。これらは、１種単独
で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【０１４１】
　前記支持体の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えば、２μｍ～１５０μｍが好ましく、５μｍ～１００μｍがより好ましく、８μｍ～５
０μｍが更に好ましい。前記支持体は、単層であってもよいし、多層構成を有していても
よい。
【０１４２】
　前記支持体の形状としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、長尺状が好ましい。前記長尺状の支持体の長さは、特に制限はなく、例えば、１０ｍ
～２０，０００ｍの長さのものが挙げられる。
【０１４３】
＜感光層＞
　前記感光層は、本発明の感光性組成物を用いて形成される。
　また、前記感光層を露光し現像する場合において、該感光層の露光する部分の厚みを該
露光及び現像後において変化させない前記露光に用いる光の最小エネルギーは、０．１～
２００ｍＪ／ｃｍ２であることが好ましく、０．２～１００ｍＪ／ｃｍ２であることがよ
り好ましく、０．５～５０ｍＪ／ｃｍ２であることが更に好ましく、１～３０ｍＪ／ｃｍ
２であることが特に好ましい。
　前記最小エネルギーが、０．１ｍＪ／ｃｍ２未満であると、処理工程にてカブリが発生
することがあり、２００ｍＪ／ｃｍ２を超えると、露光に必要な時間が長くなり、処理ス
ピードが遅くなることがある。
【０１４４】
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　ここで、「該感光層の露光する部分の厚みを該露光及び現像後において変化させない前
記露光に用いる光の最小エネルギー」とは、いわゆる現像感度であり、例えば、前記感光
層を露光したときの前記露光に用いた光のエネルギー量（露光量）と、前記露光に続く前
記現像処理により生成した前記硬化層の厚みとの関係を示すグラフ（感度曲線）から求め
ることができる。
　前記硬化層の厚みは、前記露光量が増えるに従い増加していき、その後、前記露光前の
前記感光層の厚みと略同一かつ略一定となる。前記現像感度は、前記硬化層の厚みが略一
定となったときの最小露光量を読み取ることにより求められる値である。
　ここで、前記硬化層の厚みと前記露光前の前記感光層の厚みとが±１μｍ以内であると
き、前記硬化層の厚みが露光及び現像により変化していないとみなす。
　前記硬化層及び前記露光前の前記感光層の厚みの測定方法としては、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができるが、膜厚測定装置、表面粗さ測定機（例えば、サ
ーフコム１４００Ｄ（東京精密社製））などを用いて測定する方法が挙げられる。
【０１４５】
　前記感光層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えば、１～１００μｍが好ましく、２～５０μｍがより好ましく、４～３０μｍが特に好
ましい。
【０１４６】
＜保護フィルム＞
　前記感光性フィルムは、前記感光層上に保護フィルムを形成してもよい。
　前記保護フィルムとしては、例えば、前記支持体に使用されるもの、紙、ポリエチレン
、ポリプロピレンがラミネートされた紙、などが挙げられ、これらの中でも、ポリエチレ
ンフィルム、ポリプロピレンフィルムが好ましい。
　前記保護フィルムの厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、例えば、５μｍ～１００μｍが好ましく、８μｍ～５０μｍがより好ましく、１０μ
ｍ～３０μｍが更に好ましい。
　前記支持体と保護フィルムとの組合せ（支持体／保護フィルム）としては、例えば、ポ
リエチレンテレフタレート／ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレート／ポリエチレ
ン、ポリ塩化ビニル／セロフアン、ポリイミド／ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタ
レート／ポリエチレンテレフタレートなどが挙げられる。また、支持体及び保護フィルム
の少なくともいずれかを表面処理することにより、層間接着力を調整することができる。
前記支持体の表面処理は、前記感光層との接着力を高めるために施されてもよく、例えば
、下塗層の塗設、コロナ放電処理、火炎処理、紫外線照射処理、高周波照射処理、グロー
放電照射処理、活性プラズマ照射処理、レーザ光線照射処理などを挙げることができる。
【０１４７】
　また、前記支持体と前記保護フィルムとの静摩擦係数は、０．３～１．４が好ましく、
０．５～１．２がより好ましい。
　前記静摩擦係数が、０．３未満であると、滑り過ぎるため、ロール状にした場合に巻ズ
レが発生することがあり、１．４を超えると、良好なロール状に巻くことが困難となるこ
とがある。
【０１４８】
　前記感光性フィルムは、例えば、円筒状の巻芯に巻き取って、長尺状でロール状に巻か
れて保管されることが好ましい。前記長尺状の感光性フィルムの長さは、特に制限はなく
、例えば、１０ｍ～２０，０００ｍの範囲から適宜選択することができる。また、ユーザ
ーが使いやすいようにスリット加工し、１００ｍ～１，０００ｍの範囲の長尺体をロール
状にしてもよい。なお、この場合には、前記支持体が一番外側になるように巻き取られる
ことが好ましい。また、前記ロール状の感光性フィルムをシート状にスリットしてもよい
。保管の際、端面の保護、エッジフュージョンを防止する観点から、端面にはセパレータ
ー（特に防湿性のもの、乾燥剤入りのもの）を設置することが好ましく、また梱包も透湿
性の低い素材を用いることが好ましい。
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【０１４９】
　前記保護フィルムは、前記保護フィルムと前記感光層との接着性を調整するために表面
処理してもよい。前記表面処理は、例えば、前記保護フィルムの表面に、ポリオルガノシ
ロキサン、フッ素化ポリオレフィン、ポリフルオロエチレン、ポリビニルアルコール等の
ポリマーからなる下塗層を形成させる。該下塗層の形成は、前記ポリマーの塗布液を前記
保護フィルムの表面に塗布した後、３０℃～１５０℃で１分間～３０分間乾燥させること
により形成させることができる。前記乾燥させる際の温度は、５０℃～１２０℃が特に好
ましい。
【０１５０】
＜その他の層＞
　前記感光性フィルムにおけるその他の層としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができ、例えば、クッション層、酸素遮断層（ＰＣ層）、剥離層、接着層、
光吸収層、表面保護層などの層を有していてもよい。これらの層を１種単独で有していて
もよく、２種以上を有していてもよい。また、前記感光層上に保護フィルムを有していて
もよい。
【０１５１】
－クッション層－
　前記クッション層としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
アルカリ性液に対して膨潤性乃至可溶性であってもよく、不溶性であってもよい。
【０１５２】
　前記クッション層がアルカリ性液に対して膨潤性乃至可溶性である場合には、前記熱可
塑性樹脂としては、例えば、エチレンとアクリル酸エステル共重合体のケン化物、スチレ
ンと（メタ）アクリル酸エステル共重合体のケン化物、ビニルトルエンと（メタ）アクリ
ル酸エステル共重合体のケン化物、ポリ（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリル
酸ブチルと酢酸ビニル等の（メタ）アクリル酸エステル共重合体等のケン化物、（メタ）
アクリル酸エステルと（メタ）アクリル酸との共重合体、スチレンと（メタ）アクリル酸
エステルと（メタ）アクリル酸との共重合体などが挙げられる。
【０１５３】
　この場合の熱可塑性樹脂の軟化点（Ｖｉｃａｔ）は、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、例えば、８０℃以下が好ましい。
　前記軟化点が８０℃以下の熱可塑性樹脂としては、上述した熱可塑性樹脂の他、「プラ
スチック性能便覧」（日本プラスチック工業連盟、全日本プラスチック成形工業連合会編
著、工業調査会発行、１９６８年１０月２５日発行）による軟化点が約８０℃以下の有機
高分子の内、アルカリ性液に可溶なものが挙げられる。また、軟化点が８０℃以上の有機
高分子物質においても、該有機高分子物質中に該有機高分子物質と相溶性のある各種の可
塑剤を添加して実質的な軟化点を８０℃以下に下げることも可能である。
【０１５４】
　また、前記クッション層がアルカリ性液に対して膨潤性乃至可溶性である場合には、前
記感光性フィルムの層間接着力としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、例えば、各層の層間接着力の中で、前記支持体と前記クッション層との間
の層間接着力が、最も小さいことが好ましい。このような層間接着力とすることにより、
前記感光性フィルムから前記支持体のみを剥離し、前記クッション層を介して前記感光層
を露光した後、アルカリ性の現像液を用いて該感光層を現像することができる。また、前
記支持体を残したまま、前記感光層を露光した後、前記感光性フィルムから前記支持体の
みを剥離し、アルカリ性の現像液を用いて該感光層を現像することもできる。
【０１５５】
　前記層間接着力の調整方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、前記熱可塑性樹脂中に公知のポリマー、過冷却物質、密着改良剤、界面
活性剤、離型剤などを添加する方法が挙げられる。
【０１５６】
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　前記可塑剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えば、ポリプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ジオクチルフタレート、ジ
ヘプチルフタレート、ジブチルフタレート、トリクレジルフォスフェート、クレジルジフ
ェニルフォスフェート、ビフェニルジフェニルフォスフェート等のアルコール類やエステ
ル類；トルエンスルホンアミド等のアミド類、などが挙げられる。
【０１５７】
　前記クッション層がアルカリ性液に対して不溶性である場合には、前記熱可塑性樹脂と
しては、例えば、主成分がエチレンを必須の共重合成分とする共重合体が挙げられる。
　前記エチレンを必須の共重合成分とする共重合体としては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができるが、例えば、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、
エチレン－エチルアクリレート共重合体（ＥＥＡ）などが挙げられる。
【０１５８】
　前記クッション層がアルカリ性液に対して不溶性である場合には、前記感光性フィルム
の層間接着力としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えば、各層の層間接着力の中で、前記感光層と前記クッション層との接着力が、最も小さ
いことが好ましい。このような層間接着力とすることにより、前記感光性フィルムから前
記支持体及びクッション層を剥離し、前記感光層を露光した後、アルカリ性の現像液を用
いて該感光層を現像することができる。また、前記支持体を残したまま、前記感光層を露
光した後、前記感光性フィルムから前記支持体と前記クッション層を剥離し、アルカリ性
の現像液を用いて該感光層を現像することもできる。
【０１５９】
　前記層間接着力の調整方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、前記熱可塑性樹脂中に各種のポリマー、過冷却物質、密着改良剤、界面
活性剤、離型剤などを添加する方法、以下に説明するエチレン共重合比を調整する方法な
どが挙げられる。
【０１６０】
　前記エチレンを必須の共重合成分とする共重合体におけるエチレン共重合比は、特に制
限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、６０質量％～９０質量％
が好ましく、６０質量％～８０質量％がより好ましく、６５質量％～８０質量％が特に好
ましい。
　前記エチレンの共重合比が、６０質量％未満になると、前記クッション層と前記感光層
との層間接着力が高くなり、該クッション層と該感光層との界面で剥離することが困難と
なることがあり、９０質量％を超えると、前記クッション層と前記感光層との層間接着力
が小さくなりすぎるため、該クッション層と該感光層との間で非常に剥離しやすく、前記
クッション層を含む感光性フィルムの製造が困難となることがある。
【０１６１】
　前記クッション層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、例えば、５μｍ～５０μｍが好ましく、１０μｍ～５０μｍがより好ましく、１５μ
ｍ～４０μｍが特に好ましい。
　前記厚みが、５μｍ未満になると、基体の表面における凹凸や、気泡等への凹凸追従性
が低下し、高精細な永久パターンを形成できないことがあり、５０μｍを超えると、製造
上の乾燥負荷増大等の不具合が生じることがある。
【０１６２】
－酸素遮断層（ＰＣ層）－
　前記酸素遮断層は、通常ポリビニルアルコールを主成分として形成されることが好まし
く、厚みが０．５μｍ～５μｍ程度の被膜であることが好ましい。
【０１６３】
〔感光性フィルムの製造方法〕
　前記感光性フィルムは、例えば、次のようにして製造することができる。
　まず、前記感光性組成物に含まれる材料を、水又は溶剤に溶解、乳化又は分散させて、
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感光性フィルム用の感光性組成物溶液を調製する。
【０１６４】
　前記溶媒としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、ｓｅ
ｃ－ブタノール、ｎ－ヘキサノール等のアルコール類；アセトン、メチルエチルケトン、
メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、ジイソブチルケトンなどのケトン類；酢酸
エチル、酢酸ブチル、酢酸－ｎ－アミル、硫酸メチル、プロピオン酸エチル、フタル酸ジ
メチル、安息香酸エチル、及びメトキシプロピルアセテートなどのエステル類；トルエン
、キシレン、ベンゼン、エチルベンゼンなどの芳香族炭化水素類；四塩化炭素、トリクロ
ロエチレン、クロロホルム、１，１，１－トリクロロエタン、塩化メチレン、モノクロロ
ベンゼンなどのハロゲン化炭化水素類；テトラヒドロフラン、ジエチルエーテル、エチレ
ングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、１－メトキ
シ－２－プロパノールなどのエーテル類；ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド
、ジメチルスルホオキサイド、スルホランなどが挙げられる。これらは、１種単独で使用
してもよく、２種以上を併用してもよい。また、公知の界面活性剤を添加してもよい。
【０１６５】
　次に、前記支持体上に前記感光性組成物溶液を塗布し、乾燥させて感光層を形成し、感
光性フィルムを製造することができる。
【０１６６】
　前記感光性組成物溶液の塗布方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、例えば、スプレー法、ロールコート法、回転塗布法、スリットコート
法、エクストルージョンコート法、カーテンコート法、ダイコート法、グラビアコート法
、ワイヤーバーコート法、ナイフコート法等の各種の塗布方法が挙げられる。
　前記乾燥の条件としては、各成分、溶媒の種類、使用割合等によっても異なるが、通常
６０℃～１１０℃の温度で３０秒間～１５分間程度である。
【０１６７】
　前記感光性フィルムは、例えば、円筒状の巻芯に巻き取って、長尺状でロール状に巻か
れて保管されるのが好ましい。
　前記長尺状の感光性フィルムの長さは、特に制限はなく、例えば、１０ｍ～２０，００
０ｍの範囲から適宜選択することができる。また、ユーザーが使いやすいようにスリット
加工し、１００ｍ～１，０００ｍの範囲の長尺体をロール状にしてもよい。なお、この場
合には、前記支持体が一番外側になるように巻き取られるのが好ましい。また、前記ロー
ル状の感光性フィルムをシート状にスリットしてもよい。保管の際、端面の保護、エッジ
フュージョンを防止する観点から、端面にはセパレーター（特に防湿性のもの、乾燥剤入
りのもの）を設置するのが好ましく、また梱包も透湿性の低い素材を用いるのが好ましい
。
【０１６８】
（感光性積層体）
　前記感光性積層体は、基体上に、前記感光層を少なくとも有し、目的に応じて適宜選択
されるその他の層を積層してなる。
【０１６９】
＜基体＞
　前記基体は、感光層が形成される被処理基体、又は本発明の感光性フィルムの少なくと
も感光層が転写される被転写体となるもので、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、表面平滑性の高いものから凸凹のある表面を持つものまで任意に
選択できる。板状の基体が好ましく、いわゆる基板が使用される。具体的には、公知のプ
リント配線板製造用の基板（プリント基板）、ガラス板（ソーダガラス板など）、合成樹
脂性のフィルム、紙、金属板などが挙げられる。
【０１７０】
〔感光性積層体の製造方法〕
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　前記感光性積層体の製造方法として、第１の態様として、前記感光性組成物を前記基体
の表面に塗布し乾燥する方法が挙げられ、第２の態様として、本発明の感光性フィルムに
おける少なくとも感光層を加熱及び加圧の少なくともいずれかを行いながら転写して積層
する方法が挙げられる。
【０１７１】
　前記第１の態様の感光性積層体の製造方法は、前記基体上に、前記感光性組成物を塗布
及び乾燥して感光層を形成する。
　前記塗布及び乾燥の方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、前記基体の表面に、前記感光性組成物を、水又は溶剤に溶解、乳化又は分
散させて感光性組成物溶液を調製し、該溶液を直接塗布し、乾燥させることにより積層す
る方法が挙げられる。
【０１７２】
　前記感光性組成物溶液の溶剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、前記感光性フィルムに用いたものと同じ溶剤が挙げられる。これらは、１種単
独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。また、公知の界面活性剤を添加しても
よい。
【０１７３】
　前記塗布方法及び乾燥条件としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、前記感光性フィルムに用いたものと同じ方法及び条件で行う。
【０１７４】
　前記第２の態様の感光性積層体の製造方法は、前記基体の表面に本発明の感光性フィル
ムを加熱及び加圧の少なくともいずれかを行いながら積層する。なお、前記感光性フィル
ムが前記保護フィルムを有する場合には、該保護フィルムを剥離し、前記基体に前記感光
層が重なるようにして積層するのが好ましい。
　前記加熱温度は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、１
５℃～１８０℃が好ましく、６０℃～１４０℃がより好ましい。
　前記加圧の圧力は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
０．１ＭＰａ～１．０ＭＰａが好ましく、０．２ＭＰａ～０．８ＭＰａがより好ましい。
【０１７５】
　前記加熱の少なくともいずれかを行う装置としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、ラミネータ（例えば、大成ラミネータ株式会社製　ＶＰ
－ＩＩ、ニチゴーモートン株式会社製、ＶＰ１３０）、日立化成工業株式会社製、　ＨＬ
Ｍ－Ｖ５７０）、などが好適に挙げられる。
【０１７６】
　本発明の前記感光性フィルム及び前記感光性積層体は、本発明の前記感光性組成物を用
いるため、高感度、高解像度であり、感度の経時安定性、膜硬化性、及び耐熱衝撃性が良
好で、高精細な永久パターンを効率よく形成可能であり、保護膜、層間絶縁膜、及びソル
ダーレジストパターン等の永久パターン、などの各種パターン形成用、カラーフィルタ、
柱材、リブ材、スペーサー、隔壁などの液晶構造部材の製造用、ホログラム、マイクロマ
シン、プルーフなどのパターン形成用などに好適に用いることができ、特に、プリント基
板の永久パターン形成用に好適に用いることができる。
【０１７７】
　特に、本発明の感光性フィルムは、該フィルムの厚みが均一であるため、永久パターン
の形成に際し、永久パターン（保護膜、層間絶縁膜、ソルダーレジストなど）を薄層化し
ても、高加速度試験（ＨＡＳＴ）においてイオンマイグレーションの発生がなく、耐熱性
、耐湿性に優れた高精細な永久パターンが得られるため、基材への積層がより精細に行わ
れる。
【０１７８】
（パターン形成装置及び永久パターン形成方法）
　本発明のパターン形成装置は、前記感光層を備えており、光照射手段と光変調手段とを
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少なくとも有する。
【０１７９】
　本発明の永久パターン形成方法は、露光工程を少なくとも含み、適宜選択した現像工程
等のその他の工程を含む。
　なお、本発明の前記パターン形成装置は、本発明の前記永久パターン形成方法の説明を
通じて明らかにする。
【０１８０】
〔露光工程〕
　前記露光工程は、本発明の感光層に対し、露光を行う工程である。本発明の前記感光層
、及び基体の材料については上述の通りである。
【０１８１】
　前記露光の対象としては、前記感光層である限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができるが、例えば、上述のように、基体上に感光性組成物を加熱及び加圧
の少なくともいずれかを行いながら積層して形成した感光性積層体における感光層に対し
て行われることが好ましい。
【０１８２】
　前記露光としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、デジタル
露光、アナログ露光等が挙げられるが、これらの中でもデジタル露光が好ましい。
【０１８３】
　前記アナログ露光としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、所定のパターンを有するフォトマスクを介して、（超）高圧水銀灯、キセノンラ
ンプ、ハロゲンランプなどで露光を行う方法が挙げられる。
【０１８４】
　前記デジタル露光としては、前記フォトマスクを用いずに行うのであれば特に制限はな
く、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、光照射手段及び光変調手段を少
なくとも備えた露光ヘッドと、前記感光層の少なくともいずれかを移動させつつ、前記感
光層に対して、前記光照射手段から出射した光を前記光変調手段によりパターン情報に応
じて変調しながら前記露光ヘッドから照射して行うことが好ましい。
【０１８５】
　前記デジタル露光で用いる光源としては、紫外から近赤外線を発する光源であれば、特
に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、（超）高圧水銀灯、キセ
ノン灯、カーボンアーク灯、ハロゲンランプ、及び複写機用などの蛍光管、又はレーザ光
等の公知光源が用いられるが、これらの中でも（超）高圧水銀灯、レーザ光が好ましく、
レーザ光がより好ましい。
【０１８６】
　前記（超）高圧水銀灯とは、石英ガラスチューブなどに水銀を封入した放電灯であり、
水銀の蒸気圧を高く設定して発光効率を高めたものである。輝線スペクトルのうち、ＮＤ
フィルターなどを用いて１波長のみの輝線スペクトルを用いてもよく、複数の輝線スペク
トルを有する光線を用いてもよい。
【０１８７】
　前記レーザ光の「レーザ」は、Light　Amplification　by　Stimulated　Emission　of
　Radiation（誘導放出による光の増幅）の頭字語である。前記レーザ光を発する装置と
しては、反転分布を持った物質中で起きる誘導放出の現象を利用し、光波の増幅、発振に
よって干渉性と指向性が一層強い単色光を作り出す発振器及び増幅器が好適に挙げられる
。
　前記レーザ光の励起媒質としては、結晶、ガラス、液体、色素、気体などがあり、これ
らの媒質から固体レーザ、液体レーザ、気体レーザ、半導体レーザなどの公知のレーザを
用いることができる。
　具体的には、ガスレーザとして、Ａｒイオンレーザ（３６４ｎｍ、３５１ｎｍ）、Ｋｒ
イオンレーザ（３５６ｎｍ、３５１ｎｍ）、Ｈｅ－Ｃｄレーザ（３２５ｎｍ）が挙げられ
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、固体レーザとして、ＹＡＧレーザ、ＹＶＯ４レーザ（１，０６４ｎｍ）、ＹＡＧレーザ
又はＹＶＯ４レーザの、２倍波（５３２ｎｍ）、３倍波（３５５ｎｍ）、４倍波（２６６
ｎｍ）、導波型波長変換素子とＡｌＧａＡｓ、ＩｎＧａＡｓ半導体との組み合わせ（３８
０ｎｍ～４００ｎｍ）、導波型波長変換素子とＡｌＧａＩｎＰ又はＡｌＧａＡｓ半導体と
の組み合わせ（３００ｎｍ～３５０ｎｍ）、ＡｌＧａＩｎＮ（３５０ｎｍ～４７０ｎｍ）
などが挙げられる。これらの中で好適なレーザ光としては、コストの面からＡｌＧａＩｎ
Ｎ半導体レーザ（市販ＩｎＧａＮ系半導体レーザ３７５ｎｍ又は４０５ｎｍ）が、生産性
の面で高出力な３５５ｎｍレーザが挙げられる。
【０１８８】
　前記レーザ光の波長は、例えば、２００ｎｍ～１，５００ｎｍが好ましく、３００ｎｍ
～８００ｎｍがより好ましく、３３０ｎｍ～５００ｎｍが更に好ましく、３５０ｎｍ～４
２０ｎｍが特に好ましい。
【０１８９】
－光変調手段－
　前記光変調手段としては、ｎ個の描素部を有し、前記パターン情報に応じて前記描素部
を制御する方法が、代表的な方法として挙げられる。具体的には、デジタルマイクロミラ
ーデバイス（ＤＭＤ）、ＭＥＭＳ（Ｍｉｃｒｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ
　Ｓｙｓｔｅｍｓ）タイプの空間光変調素子（ＳＬＭ；Ｓｐａｔｉａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｍ
ｏｄｕｌａｔｏｒ）、電気光学効果により透過光を変調する光学素子（ＰＬＺＴ素子）、
液晶光シャッタ（ＦＬＣ）などが挙げられる。これらの中でも、ＤＭＤが好適に挙げられ
る。
【０１９０】
　前記ＤＭＤを用いた場合、光源からの光は、適切な光学系によって前記ＤＭＤ上に照射
され、前記ＤＭＤに二次元に並んだ各ミラーからの反射光が、別の光学系などを経て、感
光層上に、二次元に並んだ光点の像を形成する。このままでは光点と光点の間は露光され
ないが、前記二次元に並んだ光点の像を、二次元の並び方向に対して、やや傾いた方向に
移動させると、最初の列の光点と光点の間を、後方の列の光点が露光することにより、感
光層の全面を露光することができる。前記ＤＭＤは、各ミラーの角度を制御し、前記光点
をＯＮ-ＯＦＦ制御することで、画像パターンを形成することができる。このような前記
ＤＭＤを有す露光ヘッドを並べて用いることで色々な幅の基板に対応することができる。
　前記ＤＭＤでは、前記光点の輝度は、ＯＮかＯＦＦの２階調しかないが、ミラー階調型
空間変調素子を用いると、２５６階調の露光を行うことができる。
【０１９１】
　また、前記光変調手段は、形成するパターン情報に基づいて制御信号を生成するパター
ン信号生成手段を有することが好ましい。この場合、前記光変調手段は、前記パターン信
号生成手段が生成した制御信号に応じて光を変調させる。
　前記制御信号としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、デジタル信号が好適に挙げられる。
【０１９２】
　一方、前記光変調手段の、別の代表的な方法として、ポリゴンミラーを用いる方法が挙
げられる。ここで、ポリゴンミラー（polygon　mirror）とは、周囲に一連の平面反射面
を持った回転部材のことである。前記ポリゴンミラーでは、感光層上に光源からの光を反
射して照射するが、反射光の光点は、該平面鏡の回転によって走査される。この走査方向
に対して直角に基板を移動させることで、基板上の感光層の全面を露光することができる
。そして、光源からの光の強度を適切な方法でＯＮ－ＯＦＦ、又は中間調に制御すること
で、画像パターンを形成することができる。この際、光源からの光を複数本とすることで
、走査時間を短縮することができる。
【０１９３】
　前記光変調手段としては、その他にも、特開平５－１５０１７５号公報に記載のポリゴ
ンミラーを用いて描画する例、特表２００４－５２３１０１号公報（国際公開第２００２
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／０３９７９３号パンフレット）に記載の、下部レイヤの画像の一部を視覚的に取得し、
ポリゴンミラーを用いた装置で上部レイヤの位置を下部レイヤ位置に揃えて露光する例、
特開２００４－５６０８０号公報に記載のＤＭＤ有する露光する例、特表２００２－５２
３９０５号公報に記載のポリゴンミラー備えた露光装置、特開２００１－２５５６６１号
公報に記載のポリゴンミラー備えた露光装置、特開２００３－５０４６９号公報に記載の
ＤＭＤ、ＬＤ、多重露光の組み合わせ例、特開２００３－１５６８５３号公報に記載の基
板の部位により露光量を変える露光方法の例、特開２００５－４３５７６号公報に記載の
位置ずれ調整を行う露光方法の例等が挙げられる。
【０１９４】
－光照射手段－
　前記光照射手段、即ち光の照射方法としては、特に制限はなく、前述の露光光源を目的
に応じて適宜選択することができるが、これらの光源からの光を２つ以上合成して照射す
ることが好適であり、２つ以上の光を合成したレーザ光（合波レーザ光）を照射すること
が特に好適に挙げられる。
【０１９５】
　前記合波レーザ光の照射方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、複数のレーザ光源と、マルチモード光ファイバと、該複数のレーザ光源か
ら照射されるレーザ光を集光して前記マルチモード光ファイバに結合させる集合光学系と
により合波レーザ光を構成して照射する方法が好適に挙げられる。
【０１９６】
　前記レーザ光のビーム径は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、濃色離隔壁の解像度の観点から、ガウシアンビームの１／ｅ２値で５μｍ～３０μｍ
が好ましく、７μｍ～２０μｍがより好ましい。
　本発明では、レーザ光を画像データに応じて空間光変調することが好ましい。したがっ
て、この目的のため空間光変調素子である前記ＤＭＤを用いることが好ましい。
【０１９７】
　前記光変調手段、及び前記光照射手段を有している露光装置としては、例えば、特開２
００５－２２２０３９号公報、特開２００５－２５８４３１号公報、特開２００６－３０
９６６号公報などに記載されている装置を用いることができるが、本発明における露光装
置はこれに限定されるものではない。
【０１９８】
〔現像工程〕
　前記現像としては、前記感光層の未露光部分を除去することにより行われる。
　前記未硬化領域の除去方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、現像液を用いて除去する方法などが挙げられる。
【０１９９】
　前記現像液としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えば、アルカリ性水溶液、水系現像液、有機溶剤などが挙げられ、これらの中でも、弱ア
ルカリ性の水溶液が好ましい。該弱アルカリ水溶液の塩基成分としては、例えば、水酸化
リチウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸リチウム、炭酸ナトリウム、炭酸カ
リウム、炭酸水素リチウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、リン酸ナトリウム
、リン酸カリウム、ピロリン酸ナトリウム、ピロリン酸カリウム、硼砂などが挙げられる
。
【０２００】
　前記弱アルカリ性の水溶液のｐＨは、例えば、８～１２が好ましく、９～１１がより好
ましい。前記弱アルカリ性の水溶液としては、例えば、０．１質量％～５質量％の炭酸ナ
トリウム水溶液又は炭酸カリウム水溶液などが挙げられる。
　前記現像液の温度は、前記感光層の現像性に合わせて適宜選択することができるが、例
えば、２５℃～４０℃が好ましい。
【０２０１】
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　前記現像液は、界面活性剤、消泡剤、有機塩基（例えば、エチレンジアミン、エタノー
ルアミン、テトラメチルアンモニウムハイドロキサイド、ジエチレントリアミン、トリエ
チレンペンタミン、モルホリン、トリエタノールアミン等）や、現像を促進させるため有
機溶剤（例えば、アルコール類、ケトン類、エステル類、エーテル類、アミド類、ラクト
ン類等）などと併用してもよい。また、前記現像液は、水又はアルカリ水溶液と有機溶剤
を混合した水系現像液であってもよく、有機溶剤単独であってもよい。
【０２０２】
　前記パターンの形成においては、例えば、硬化処理工程、エッチング工程、めっき工程
などを含んでいてもよい。これらは、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用しても
よい。
【０２０３】
〔硬化処理工程〕
　前記パターンの形成方法が、保護膜、層間絶縁膜、ソルダーレジストパターン等の永久
パターンや、カラーフィルタの形成を行う永久パターン形成方法である場合には、前記現
像工程後に、感光層に対して硬化処理を行う硬化処理工程を備えることが好ましい。
　前記硬化処理工程としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、例えば、全面露光処理、全面加熱処理などが好適に挙げられる。
【０２０４】
　前記全面露光処理の方法としては、例えば、前記現像後に、前記永久パターンが形成さ
れた前記積層体上の全面を露光する方法が挙げられる。該全面露光により、前記感光層を
形成する感光性組成物中の樹脂の硬化が促進され、前記永久パターンの表面が硬化される
。
　前記全面露光を行う装置としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、例えば、超高圧水銀灯などのＵＶ露光機、キセノンランプ使用の露光機、レー
ザ露光機などが好適に挙げられる。露光量は、１０ｍＪ／ｃｍ２～２，０００ｍＪ／ｃｍ
２が好ましい。
【０２０５】
　前記全面加熱処理の方法としては、前記現像の後に、前記永久パターンが形成された前
記積層体上の全面を加熱する方法が挙げられる。該全面加熱により、前記永久パターンの
表面の膜強度が高められる。
　前記全面加熱における加熱温度は、１２０℃～２５０℃が好ましく、１２０℃～２００
℃がより好ましい。該加熱温度が１２０℃未満であると、加熱処理による膜強度の向上が
得られないことがあり、２５０℃を超えると、前記感光性組成物中の樹脂の分解が生じ、
膜質が弱く脆くなることがある。
　前記全面加熱における加熱時間は、１０分間～１２０分間が好ましく、１５分間～６０
分間がより好ましい。
　前記全面加熱を行う装置としては、特に制限はなく、公知の装置の中から、目的に応じ
て適宜選択することができ、例えば、ドライオーブン、ホットプレート、ＩＲヒーターな
どが挙げられる。
【０２０６】
　前記パターンの形成方法は、４０５ｎｍのレーザ露光による直接描画において、酸素に
よる感光層の感度低下防止が必要とされる各種パターンの形成などに使用することができ
、高密度化と高生産性とを両立したパターンの形成に好適に使用することができる。
【０２０７】
　前記永久パターン形成方法においては、前記永久パターン形成方法により形成される永
久パターンが、前記保護膜又は前記層間絶縁膜であると、配線を外部からの衝撃や曲げか
ら保護することができ、特に、前記層間絶縁膜である場合には、例えば、多層配線基板や
ビルドアップ配線基板などへの半導体や部品の高密度実装に有用である。
【０２０８】
　本発明の前記永久パターン形成方法は、本発明の前記感光性組成物を用いるため、保護
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形成用、カラーフィルタ、柱材、リブ材、スペーサー、隔壁等の液晶構造部材の製造、ホ
ログラム、マイクロマシン、プルーフなどの製造に好適に使用することができ、特に、プ
リント基板の永久パターン形成に好適に使用することができる。
【実施例】
【０２０９】
　以下、本発明の実施例について説明するが、本発明は下記実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【０２１０】
（合成例１）
－高分子化合物１の合成－
　１，０００ｍＬの三口フラスコ内に、１－メトキシ－２－プロパノール１５９ｇを入れ
、窒素気流下、８５℃まで加熱した。これに、ベンジルメタクリレート６３．４ｇ、メタ
クリル酸７２．３ｇ、Ｖ－６０１（和光純薬工業株式会社製）４．１５ｇの１－メトキシ
－２－プロパノール１５９ｇ溶液を、２時間かけて滴下した。滴下終了後、更に５時間加
熱して反応させた。次いで、加熱を止め、ベンジルメタクリレート／メタクリル酸（３０
／７０ｍｏｌ％比）の共重合体を得た。
　次に、前記共重合体溶液のうち、１２０．０ｇを３００ｍＬの三口フラスコ内に移し、
グリシジルメタクリレート１６．６ｇ、及びｐ－メトキシフェノール０．１６ｇを加え、
撹拌し、溶解させた。溶解後、トリフェニルホスフィン３.０ｇを加え、１００℃に加熱
し、付加反応を行った。グリシジルメタクリレートが消失したことを、ガスクロマトグラ
フィーで確認し、加熱を止めた。１－メトキシ－２－プロパノールを加え、固形分３０質
量％の下記構造式で表される高分子化合物１の溶液を調製した。
　得られた高分子化合物１の質量平均分子量を、ポリスチレンを標準物質としたゲルパー
ミエーションクロマトグラフィー法（ＧＰＣ）により測定した結果、１５，０００であっ
た。
　また、水酸化ナトリウムを用いた滴定から、固形分あたりの酸価は、２．２ｍｅｑ／ｇ
であった。
　更に、ヨウ素価滴定により求めた固形分あたりのエチレン性不飽和結合の含有量（Ｃ＝
Ｃ価）は、２．１ｍｅｑ／ｇであった。
＜高分子化合物１＞
【化７１】

　ただし、前記高分子化合物１中、＊１は下記構造式（ａ）で表される構造及び（ｂ）で
表される構造の混合（混合比は不明）を表す。
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【化７２】

【０２１１】
（実施例１）
＜感光性組成物の作製＞
－分散液の調製－
　分散液は、下記成分を予め混合した後、モーターミルＭ－２００（アイガー社製）で、
直径１．０ｍｍのジルコニアビーズを用い、周速９ｍ／ｓにて３時間分散して調製した。
　・シリカ（株式会社アドマテックス製、アドマファインＳＯ-Ｃ２）・・・２２質量部
　・熱硬化促進剤（ジシアンジアミド）・・・０．２６質量部
　・ＨＥＬＩＯＧＥＮ　ＢＬＵＥ　Ｄ７０８６（ＢＡＳＦ社製）・・・０．４０質量部
　・ＰＡＬＩＯＴＯＬ　ＹＥＬＬＯＷ　Ｄ０９６０（ＢＡＳＦ社製）・・・０．１１質量
部
　・合成例１の高分子化合物１（１－メトキシ－２－プロパノール溶液中に固形分質量４
５質量％）・・・３５質量部
　・酢酸ｎ－プロピル・・・４３質量部
【０２１２】
　次に、下記の各成分と、上記分散液（濾過後）３８質量部を混合して、感光性組成物溶
液を調製した。
〔感光性組成物溶液の各成分〕
　・合成例１の高分子化合物１（１－メトキシ－２－プロパノール溶液中に固形分質量４
５質量％）・・・４０質量部
　・重合性化合物１（ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート；ＤＰＨＡ）・・・４
．８質量部
　・重合性化合物２（ＮＫエステル　ＮＰＧ、新中村化学株式会社製）・・・４．８質量
部

【化７３】

　・下記構造式で表される熱硬化性化合物（東都化成社製、エポトートＹＤＦ－１７０、
エポキシ当量１７０ｇ／ｅｑ）・・・５.３質量部
【化７４】

　ただし、ｎは０体、７０％以上である。
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　・下記式１０で表される光重合開始剤・・・０．８２質量部
【化７５】

　・下記式で表される増感剤（例示化合物Ｎｏ．３３）・・・０．０６質量部
【化７６】

　ただし、式中、Ｍｅはメチル基、Ｅｔはエチル基を表す。
　・フッ素系界面活性剤（メガファックＦ－７８０Ｆ、大日本インキ化学工業株式会社製
、３０質量％２－ブタノン溶液）・・・０．２質量部
　・メチルエチルケトン・・・１０質量部
【０２１３】
－感光性フィルムの製造－
　得られた感光性組成物溶液を、支持体としての厚み１６μｍ、幅３００ｍｍ、長さ２０
０ｍのＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（東レ株式会社製、１６ＦＢ５０
）上に、バーコーターで塗布し、８０℃熱風循環式乾燥機中で乾燥して、厚み３０μｍの
感光層を形成した。次いで、該感光層の上に、保護フィルムとして、膜厚２０μｍ、幅３
１０ｍｍ、長さ２１０ｍのポリプロピレンフィルム（王子製紙株式会社製、Ｅ－２００）
をラミネーションにより積層し、感光性フィルムを製造した。
【０２１４】
－感光性積層体の調製－
　次に、前記基材、即ちプリント基板としての配線形成済みの銅張積層板（スルーホール
なし、銅厚み１２μｍ）の表面に化学研磨処理を施して調製した。該銅張積層板上に、前
記感光性フィルムの感光層が前記銅張積層板に接するようにして前記感光性フィルムにお
ける保護フィルムを剥がしながら、真空ラミネータ（ニチゴーモートン株式会社製、ＶＰ
１３０）を用いて積層させ、前記銅張積層板と、前記感光層と、前記ポリエチレンテレフ
タレートフィルム（支持体）とがこの順に積層された感光性積層体を調製した。
　ラミネート条件は、真空引きの時間４０秒間、圧着温度７０℃、圧着圧力０．２ＭＰａ
、加圧時間１０秒間とした。
【０２１５】
＜感度の評価＞
　前記積層体を、室温（２３℃、５５％ＲＨ）にて１０分間静置した。得られた前記積層
体の感光層表面に、ＩＮＰＲＥＸ　ＩＰ－３０００（富士フイルム株式会社製、ピクセル
ピッチ＝１．０μｍ）を用いて、０．５ｍＪ／ｃｍ２～２１／２倍間隔で５００ｍＪ／ｃ
ｍ２までの光エネルギー量の異なる光を照射して露光し、Ｌ／Ｓ＝５０／５０（μｍ／μ
ｍ）のパターンを硬化させた。室温にて１０分間静置した後、前記感光性積層体から前記
支持体を剥がし取り、銅張積層板上の感光層の全面に、３０℃の１質量％炭酸ナトリウム
水溶液をスプレー圧０．１５ＭＰａにて前記最短現像時間の２倍の時間スプレー現像し、
未硬化の領域を溶解除去して、Ｌ／Ｓ＝５０／５０（μｍ／μｍ）のパターンの線幅を測
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【０２１６】
＜解像度の評価＞
　ラミネートしてから２時間経過後及び２４時間経過後の積層体を、室温（２３℃、５５
％ＲＨ）にて１０分間静置した。得られた前記積層体の感光層表面に、ＩＮＰＲＥＸ　Ｉ
Ｐ－３０００（富士フイルム株式会社製、ピクセルピッチ＝１．０μｍ）を用いて、直径
４０μｍ～直径４００μｍまで１０μｍ刻みの丸穴パターンデータを前記最適露光量で照
射し、各穴径のパターン露光を行った。室温にて１０分間静置した後、前記最短現像時間
の評価におけるのと同様の方法にて、前記の方法により求めた最短現像時間の２倍の時間
スプレー現像し、未硬化領域を溶解除去した。このようにして得られた硬化樹脂パターン
の表面を光学顕微鏡で観察し、硬化樹脂パターンにツマリ、ヨレ等の異常のない最小の丸
穴径を解像度とした。ラミネート２時間後及び２４時間後の解像度の結果を表１に示す、
なお、解像度は数値が小さいほど良好である。
【０２１７】
（実施例２）
　実施例１において、重合性化合物１及び２を、重合性化合物１（ＮＫエステル　ＮＰＧ
、新中村化学株式会社製）９．６質量部に変えた以外は、実施例１と同様にして、感光性
組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【化７７】

【０２１８】
（実施例３）
　実施例１において、重合性化合物２（ＮＫエステル　ＮＰＧ、新中村化学株式会社製）
を、重合性化合物２（ＮＫエステル　ＴＭＰＴ、新中村化学株式会社製）に変えた以外は
、実施例１と同様にして、感光性組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【化７８】

【０２１９】
（実施例４）
　実施例１において、重合性化合物１及び２を、重合性化合物１（ＮＫエステル　ＴＭＰ
Ｔ、新中村化学株式会社製）９．６質量部に変えた以外は、実施例１と同様にして、感光
性組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
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【化７９】

【０２２０】
（実施例５）
　実施例１において、重合性化合物１及び２を、重合性化合物１（ＮＫエステル　ＤＣＰ
、新中村化学株式会社製）９．６質量部に変えた以外は、実施例１と同様にして、感光性
組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【化８０】

【０２２１】
（実施例６）
　実施例１において、増感剤を、ジエチルチオキサントン０．４０質量部に変えた以外は
、実施例１と同様にして、感光性組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【０２２２】
（比較例１）
　実施例１において、重合性化合物１及び２を、重合性化合物１（ジペンタエリスリトー
ルヘキサアクリレート）９．６質量部に変えた以外は、実施例１と同様にして、感光性組
成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【０２２３】
（比較例２）
　実施例１において、重合性化合物１及び２を、重合性化合物１（ＮＫエステル　Ａ－Ｔ
ＭＰＴ、新中村化学株式会社製）９．６質量部に変えた以外は、実施例１と同様にして、
感光性組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【化８１】

【０２２４】
（比較例３）
　実施例１において、重合性化合物１及び２を、重合性化合物１（ＮＫエステル　Ａ－Ｄ
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ＣＰ、新中村化学株式会社製）９．６質量部に変えた以外は、実施例１と同様にして、感
光性組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【化８２】

【０２２５】
（比較例４）
　実施例１において、重合性化合物１及び２を、重合性化合物１（ＮＫエステル　Ａ－Ｎ
ＰＧ、新中村化学株式会社製）９．６質量部に変えた以外は、実施例１と同様にして、感
光性組成物を調製した。
　得られた各感光性組成物を用いて、実施例１と同様にして、感度、ラミネート２時間後
及び２４時間後の解像度の評価を行った。結果を表１に示す。
【化８３】

【０２２６】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０２２７】
　本発明の感光性組成物及び感光性フィルムは、感度及びラミネーと２４時間後の解像度
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が優れ、高精細なパターンを効率よく形成可能であるため、保護膜、層間絶縁膜、ソルダ
ーレジストパターン等の各種パターン形成用、プリント基板、カラーフィルタや柱材、リ
ブ材、スペーサー、隔壁などのディスプレイ用部材、ホログラム、マイクロマシン、プル
ーフなどの永久パターン形成用に広く用いることができ、特に、プリント基板の永久パタ
ーン形成用に好適に使用することができる。
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